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第５章、北九州市障害福祉計画及び北九州市障害児福祉計画の

概要 

１、計画の基本理念 

（１）、基本的な考え方 

本計画は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」

（以下「障害者総合支援法」という。）の「全ての国民が、障害の有無にかかわら

ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであ

る」との理念を実現するため、障害者総合支援法第 88 条第 1 項及び児童福祉法

第 33 条の 20 第 1 項に基づく市町村計画として策定するものです。 

本計画の策定に当たっては、障害者総合支援法及び児童福祉法の趣旨を踏まえ、

厚生労働省の定める「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を

確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即し、障害のある

人等の地域生活を支援するためのサービス基盤等に係る令和８（2026）年度末の

目標を設定するとともに、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの障

害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供するための体制の確保を総合的

かつ計画的に図るための取組を定めます。 

 

ア、 障害者総合支援法第８８条に基づく障害福祉計画 

・障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関

する事項 

・各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種

類ごとの必要な量の見込み 

・地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項等 

イ 、児童福祉法第３３条の２０に基づく障害児福祉計画 

・障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

・各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量等 
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（２）、国の第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画のポイント 

令和５（2023）年５月、厚生労働省は、障害のある人や障害のある子どもの地

域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る令和８（2026）年度末の数値

目標を設定するとともに、障害福祉サービス等（障害福祉サービス、相談支援並

びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業）及び障害児通所支援等（障害児通

所支援及び障害児入所支援並びに障害児相談支援）を提供するための体制の確保

が総合的かつ計画的に図られるように新たな基本指針を定めました。 

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画に係る基本的理念は、以下のと

おりです。 

１、障害のある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

２、市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福

祉サービスの実施等 

３、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題

に対応したサービス提供体制の整備 

４、地域共生社会の実現に向けた取組 

５、障害のある子どもの健やかな育成のための発達支援 

６、障害福祉人材の確保・定着 

７、障害のある人の社会参加を支える取組定着 

これらの基本的理念のもと、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給

付等の円滑な実施を確保することに努めます。 
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【国の第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画のポイント】 

〔出典〕、厚生労働省、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を

確保するための基本的な指針」改正後 概要 

 

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的

な指針」改正後 概要 

 

１、基本指針について 

○ 「基本指針」（大臣告示）は、市町村及び都道府県が障害福祉計画及び障害児福祉

計画を定めるに当たっての基本的な方針。 

○ 都道府県及び市町村は、基本指針に則して原則３か年の「障害福祉計画」及び「障

害児福祉計画」を策定。 

○ 第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画に係る基本指針は、令和５年５月

１９日に告示。 

計画期間は令和６年４月～令和９年３月※。 

※３年を一期として作成することを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実

情や報酬改定・制度改正の影響の有無を考慮して、柔軟な期間設定が可能。 

 

２、本指針の構成 

第一、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的

事項 

一、基本的理念 

二、障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

三、相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

四、障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 
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第二、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標（成

果目標） 

一、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

二、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

三、地域生活支援の充実 

四、福祉施設から一般就労への移行等 

五、障害児支援の提供体制の整備等 

六、相談支援体制の充実・強化等 

七、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 

第三、計画の作成に関する事項 

一、計画の作成に関する基本的事項 

二、市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画の作成に関する事項 

三、都道府県障害福祉計画及び都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項 

四、その他 

 

第四、その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑

な実施を確保するために必要な事項等 

一、障害者等に対する虐待の防止 

二、意思決定支援の促進 

三、障害者等の芸術文化活動支援による社会参加等の促進 

四、障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進 

五、障害を理由とする差別の解消の推進 

六、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業所における利用

者の安全確保に向けた取組や事業所における研修等の充実 
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３、基本方針見直しの主な事項 

（1）、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

・重度障害者等への支援に係る記載の拡充 

・障害者総合支援法の改正による地域生活支援拠点等の整備の努力義務化等を

踏まえた見直し 

（2）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神保健福祉法の改正等を踏まえた更なる体制整備 

・医療計画との連動性を踏まえた目標値の設定 

（3）、福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行及び定着に係る目標値の設定 

・一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用に係る記載の追記 

（4）、障害児のサービス提供体制の計画的な構築 

・児童発達支援センターの機能強化と地域の体制整備 

・障害児入所施設からの移行調整の取組の推進 

・医療的ケア児等支援法の施行による医療的ケア児等に対する支援体制の充実 

・聴覚障害児への早期支援の推進の拡充 

（5）、発達障害者等支援の一層の充実 

・ペアレントトレーニング等プログラム実施者養成推進 

・発達障害者地域支援マネージャーによる困難事例に対する助言等の推進 

（6）、地域における相談支援体制の充実強化 

・基幹相談支援センターの設置等の推進 

・協議会の活性化に向けた成果目標の新設 

（7）、障害者等に対する虐待の防止 

・自治体による障害者虐待への組織的な対応の徹底 

・精神障害者に対する虐待の防止に係る記載の新設 
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（8）、「地域共生社会」の実現に向けた取組 

・社会福祉法に基づく地域福祉計画等との連携や、市町村による包括的な支援体

制の構築の推進に係る記載の新設 

（9）、障害福祉サービスの質の確保 

・都道府県による相談支援専門員等への意思決定支援ガイドライン等を活用した

研修等の実施を活動指標に追加 

（10）、障害福祉人材の確保・定着 

・ICT の導入等による事務負担の軽減等に係る記載の新設 

・相談支援専門員及びサービス管理責任者等の研修修了者数等を活動指標に追加 

（11）、よりきめ細かい地域ニーズを踏まえた障害（児）福祉計画の策定 

・障害福祉 DB の活用等による計画策定の推進 

・市町村内のより細かな地域単位や重度障害者等のニーズ把握の推進 

（12）、障害者による情報の取得利用・意思疎通の推進 

・障害特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成等の促進に係る記載の新設 

（13）、障害者総合支援法に基づく難病患者への支援の明確化 

・障害福祉計画等の策定時における難病患者、難病相談支援センター等からの意

見の尊重 

・支援ニーズの把握及び特性に配慮した支援体制の整備 

（14）、その他：地方分権提案に対する対応 

・計画期間の柔軟化 

・サービスの見込量以外の活動指標の策定を任意化 

 

４、成果目標（計画期間が終了する令和８年度末の目標） 

（1）、施設入所者の地域生活への移行 
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・地域移行者数：令和４年度末施設入所者数の６％以上 

：325.3 日以上 

・精神病床における１年以上入院患者数 

・精神病床における早期退院率：３か月後 68.9%以上、６か月後 84.5%

以上、１年後 91.0%以上 

（3）、地域生活支援の充実 

・各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーターの

配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年

１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと 

・強度行動障害を有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し、

支援体制の整備を進めること【新規】 

（4）、福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行者数：令和３年度実績の 1.28 倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の

事業所：就労移行支援事業所の５割以上【新規】 

・各都道府県は地域の就労支援ネットワークの強化、関係機関の連携した支援体制

を構築するため、協議会を活用して推進【新規】 

・就労定着支援事業の利用者数：令和３年度末実績の 1.41 倍以上 

・就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支

援事業所の割合：２割５分以上 

（5）、障害児支援の提供体制の整備等 

・児童発達支援センターの設置：各市町村又は各圏域に１か所以上 

 

 

 

・施設入所者数：令和４年度末の５％以上削減 

（2）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 
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・全市町村において、障害児の地域社会への参加・包容の（インクルージョン）

推進体制の構築 

・各都道府県は難聴児支援を総合的に推進するための計画を策定するとともに、

各都道府県及び必要に応じて政令市は、難聴児支援の中核的機能を果たす体制

を構築 

・重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等：各市町村又は圏域に１か所

以上 

・各都道府県は医療的ケア児支援センターを設置【新規】 

・各都道府県及び各政令市において、障害児入所施設からの移行調整に係る協議

の場を設置【新規】 

（6）、相談支援体制の充実・強化等 

・各市町村において、基幹相談支援センターを設置等 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等【新

規】 

（7）、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

・各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 

 

５、活動指標 

（1）、施設入所者の地域生活への移行等 

（都道府県・市町村） 

○居宅介護の利用者数、利用時間数※ ○重度訪問介護の利用者数、利用時間数※ 

○同行援護の利用者数、利用時間数※ ○行動援護の利用者数、利用時間数※ 

○重度障害者等包括支援の利用者数、利用単位数※ 

※個々のサービスとしての指標は初めて 

○生活介護の利用者数、利用日数  
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○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 

○就労選択支援の利用者数、利用日数【新設】 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○就労定着支援の利用者数 

○短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

○自立生活援助の利用者数 

○共同生活援助の利用者数※重度障害者の利用者数を追加 

○計画相談支援の利用者数 

○地域移行支援の利用者数 

○地域定着支援の利用者数 

○施設入所支援の利用者数 ※新たな入所希望者のニーズ・環境の確認 

 

（2）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（都道府県・市町村） 

○保健、医療・福祉関係者による協議の場の開催回数 

○保健、医療（精神科、精神科以外の医療機関別）、福祉、介護、当事者、家族等の

関係者ごとの参加者数 

○保健、医療、福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数 

○精神障害者の地域移行支援の利用者数 

○精神障害者の地域定着支援の利用者数 

○精神障害者の共同生活援助の利用者数 

○精神障害者の自立生活援助の利用者数 

○精神障害者の自立訓練（生活訓練）【新設】 

 

 

 

 



１２９ 

 

１２９ページ 

 

（都道府県） 

○精神病床からの退院後の行き先別の退院患者数 

 

（3）、地域生活支援の充実 

（都道府県・市町村） 

〇地域生活支援拠点等の設置箇所数とコーディネーターの配置人数、地域生活支援

拠点等における機能の充実に向けた支援の実績等を踏まえた検証及び検討の実施

回数 

 

（4）、福祉施設から一般就労への移行等 

（都道府県） 

○福祉施設から公共職業安定所に誘導した福祉施設利用者数 

○福祉施設から障害者就業・生活支援センターに誘導した福祉施設利用者数 

○福祉施設利用者のうち公共職業安定所の支援を受けて就職した者の数 

○障害者に対する職業訓練の受講者数 

 

（5）、発達障害者等に対する支援 

（都道府県・市町村） 

○発達障害者地域支援協議会の開催回数 ○発達障害者支援センターによる相談支援

の件数 

○発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言

件数 

○発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住

民への研修、啓発の件数 
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○ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の実施者

数 

○ペアレントメンターの人数 ○ピアサポートの活動への参加人数 

 

（6）、障害児支援の提供体制の整備等 

（都道府県・市町村） 

○児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数 

○保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 

○訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○障害児相談支援の利用児童数 

○医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 

（都道府県） 

○福祉型障害児入所施設の利用児童数 

○医療型障害児入所施設の利用児童数 

○医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターの配置人数【新設】 

 

（7）、相談支援体制の充実・強化等 

（市町村） 

○基幹相談支援センターの設置【新設】 

○基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数 

○基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

○基幹相談支援センターによる地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

○協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービスの開発・改善【新設】 
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（8）、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

（市町村） 

○都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修の参加や都道府県が市町村職

員に対して実施する研修の参加人数 

○障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体制の有無及びそれに基づく実施回数 

（都道府県・市町村） 

○都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業

者等に対する指導監査の適正な実施とその結果の関係自治体との共有する体制の

有無及びそれに基づく共有回数 

（都道府県） 

○相談支援専門員研修及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の修

了者数の見込み【新設】 

○相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者への意思決定

支援ガイドライン等を活用した研修の実施回数及び修了者数の見込み【新設】 
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２、第６期北九州市障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の進捗状況 

 

第６期北九州市障害福祉計画・第２期障害児福祉計画（令和３（2021）年度から令和

５（2023）年度）は、成果目標及び活動指標等、おおむね順調に推移しています。 

 

（１）、成果目標 

1、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

ア、施設入所者の地域生活移行 

令和５（2023）年度末において、令和元（2019）年度末時点の施設入所者数

の６％以上が地域生活へ移行することを目標としました。 

令和元（2019）年度末の福祉施設の入所者数１，３５６人 

令和５（2023）年度末の地域生活への移行（目標）８２人以上 

６パーセント以上移行 

イ、施設入所者数の減員 

令和５（2023）年度末の施設入所者数を令和元（2019）年度末時点の施設入

所者数から１．６％以上減員することを目標としました。 

令和元（2019）年度末の福祉施設の入所者数１，３５６人 

令和５（2023）年度末の福祉施設の入所者数（目標）１，３３４人以下 

１．６％以上減員 

 

【達成状況】※令和５（2023）年度は推計 

令和元（2019）年度末時点の福祉施設の入所者（Ａ）１,３５６人 

令和３（2021）年度 

各年度末までに地域生活に移行した人数４１人(3.0％) 

各年度末までの福祉施設の入所者の減員数（Ｂ）３９人（マイナス２．９％） 
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各年度末時点の福祉施設の入所者数（ＡマイナスＢ）１，３１７人 

令和４（2022）年度 

各年度末までに地域生活に移行した人数５７人(４．２％) 

各年度末までの福祉施設の入所者の減員数（Ｂ）４３人（マイナス３．２％） 

各年度末時点の福祉施設の入所者数（ＡマイナスＢ）１，３１３人 

令和５（2023）年度 

各年度末までに地域生活に移行した人数７６人(５．６％) 

各年度末までの福祉施設の入所者の減員数（Ｂ）５７人（マイナス４．２％） 

各年度末時点の福祉施設の入所者数（ＡマイナスＢ）１，２９９人 

目標値 

各年度末までに地域生活に移行した人数６％以上 

各年度末までの福祉施設の入所者の減員数（Ｂ）マイナス１．６％以上 

各年度末時点の福祉施設の入所者数（ＡマイナスＢ）１，３３４人以下 

 

2、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築とは、精神障害の有無や程度

にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療、障害福

祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け合い、普及啓発（教育など）

が包括的に確保される仕組みを指します。 

 

ア、精神病床における入院患者について 

令和５（2023）年度末の精神病床における一年以上長期入院患者数は２，０１

７人以下を目標とします。 

令和５（2023）年度末の一年以上長期入院患者数（目標）２，０１７人以下 
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イ、精神病床における早期退院 

令和５（2023）年度における、入院後３か月時点の退院率については、福岡県

が示す目標値と同値とし、６９％以上、入院後６か月時点の退院率については８

６％以上、入院後１年時点の退院率については９２％以上とすることを目標とし

ました。 

入院後３か月時点の退院率（目標）６９％以上 

入院後６か月時点の退院率（目標）８６％以上 

入院後１年時点の退院率（目標）９２％以上 

 

【達成状況】※令和５（2023）年度は推計 

ア、精神病床における入院患者について 

令和５（2023）年度末の一年以上長期入院患者数 

令和３（2021）年度２，１９２人 

令和４（2022）年度２，１４３人 

令和５（2023）年度２，１００人 

令和５（2023）年度目標値２，０１７人以下 

 

イ、精神病床における早期退院率 

入院後３か月時点の退院率 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度、空白 

令和５年度目標値６９％以上 

入院後６か月時点の退院率 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度、空白 

令和５（2023）年度目標値８６％以上 
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入院後１年時点の退院率 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度、空白 

令和５（2023）年度目標値９２％以上 

＊各年空白の理由：平成３０（2018）年度より厚生労働省の調査結果の集計方

法が変更され、県単位での退院率しか算出されなくなったため。 

 

3、地域生活支援拠点等の整備 

地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点又は面的な体制をいう。以下同じ。）に

ついて、「面的整備型」として、令和５（2023）年度末まで１箇所以上維持しつつ、

その運用状況を検証、検討するための会議を年１回以上開催することを目標とし

ました。 

 

地域生活支援拠点等 

地域生活支援拠点等とは、障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据

えた、居住支援のための機能をもつ場所や体制のことです。 

居住支援のための主な機能は、相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、

専門的人材の確保・養成、地域の体制づくりの５つを柱としています。 

地域生活支援拠点等の機能強化を図るため、５つの機能を集約し、グループホー

ムや障害者支援施設等に付加した「多機能拠点整備型」、また、地域における複数の

機関が分担して機能を担う体制の「面的整備型」として整備することとされていま

す。 

 

【達成状況】 

地域生活支援拠点等を地域の体制づくりを行うコーディネーターを配置し、緊急時

の受入施設を確保し、面的な体制として、１箇所維持しています。 
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令和３（2021）年度は、緊急時の受入施設として、３施設各１床空床を、令和４（2022）

年度は、２施設各１床空床を確保しています。いずれも①介護者の不測の事態で在宅

での支援が困難なケース（従来の機能）や、②新型コロナウイルス感染症等で在宅で

の支援が困難なケースを受入対象者としました。受入実績は、令和３（2021）年度は

４名、令和４（2022）年度は２名。また、機能充実に向けた検証・検討会については、

北九州市障害者自立支援協議会において、令和３（2021）年度は５回、令和４（2022）

年度は２回実施しています。 

 

面的整備型 

日中活動サービス事業所、体験の機会・場 

グループホーム、障害者支援施設、基幹相談支援センター、専門性 

短期入所、緊急時の受け入れ 

相談支援事業所、相談 

コーディネーター、地域の体制づくり 

（出典）厚生労働省；「地域生活支援拠点等の整備について」 

 

4、福祉施設から一般就労への移行等 

ア、就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援、生活介護、自立訓練）

を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

令和５（2023）年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者

の数を、令和元（2019）年度の一般就労への移行実績の１．１１倍以上とする

ことを目標としました。 

令和元（2019）年度の一般就労への移行（実績）２２９人 

令和５（2023）年度の一般就労への移行（目標）２５５人以上 

１．１１倍以上 
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イ、就労定着支援に関する目標について 

令和５（2023）年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行す

る人のうち、就労定着支援事業の利用者数を増加させるとともに、就労定着支

援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上の事業

所を全体の８割以上とすることを目標としました。 

 

【達成状況】※令和５（2023）年度は推計 

一般就労への移行、令和３（2021）年度２５４人、令和４（2022）年度３０５人、

令和５（2023）年度３２６人、目標値２５５人以上 

就労定着支援事業の利用者数、令和３（2021）年度３３．８％、令和４（2022）年

度４１．８％、令和５（2023）年度４６．４％、目標値２７．９％以上（令和元（2019）

年度実績） 

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上 

令和３（2021）年度７５％、令和４（2022）年度５０％、令和５（2023）年度８０％ 

目標値８割以上 

 

5、障害児支援の提供体制の整備等 

ア、重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及

び保育所等訪問支援の充実について 

児童発達支援センターの適切な運営に引き続き取り組むとともに、全ての児

童発達支援センターが地域の中核的な支援機関として、地域支援（保育所等訪

問支援等）の充実を図ることを目標としました。 

イ、聴覚障害のある子どもに対する支援のための中核機能を果たす体制の確保に

ついて 
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聴覚障害のある子どもに対する支援の中核機能を整備し、保健・医療・教育等、

関係機関と連携しながら、聴覚障害のある子ども及びその保護者に対して切れ目

のない支援を行うことを目標としました。 

ウ、主に重症心身障害のある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後等デ

イサービス事業所の確保について 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の適切な運営に引き続

き取り組むとともに、重度の障害等により外出が著しく困難で在宅生活を送って

いる障害のある子どもに対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスの充

実を図ることを目標としました。 

エ、医療的ケアが必要な子どもに対する支援について 

北九州地域医療的ケア児支援協議会（以下「医ケア児協議会」という。）を通じ

て、医療的ケアが必要な子どもの心身の状況や介護者の状況に応じた適切な保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の支援が受けられるように関係機関との連携を図

り、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケアが必

要な子どもに対する支援のための地域づくりを推進するとともに、関係機関と医

療的ケアが必要な子どもやその家族をつなぎ、必要な支援を総合的に調整する医

療的ケア児コーディネーターを配置することを目標としました。 

オ、保育所等における障害のある子どもの受入れ 

関係機関との連携により、保育所・幼稚園等での障害のある子どもの受入れや

保育内容の充実を図るとともに、障害のある子どもの放課後の居場所の充実を図

ることを目標としました。 

 

【達成状況】 

ア、重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び

保育所等訪問支援の充実について 
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保育所等訪問支援の利用児童数及び利用日数は増加しています。 

イ、聴覚障害のある子どもに対する支援のための中核機能を果たす体制の確保につ

いて 

国の「聴覚障害児支援中核機能モデル事業」により、聴覚障害児に対応する協

議会の設置、聴覚障害児支援の関係機関との連携、家族支援、巡回支援、聴覚障

害児の支援方法に係る研修の実施を行うことで、中核機能として切れ目のない支

援を行いました。 

ウ、主に重症心身障害のある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後デイ

サービス事業所の確保について 

児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援について、利

用児童数・利用日数ともに増加しています。 

エ、医療的ケアが必要な子どもに対する支援について 

医ケア児協議会を通じて、医療的ケアが必要な子どもの心身の状況や介護者の

状況に応じた適切な保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援が受けられるよ

うに関係機関との連携を図りました。 

また、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア

が必要な子どもに対する支援のための地域づくりを推進するとともに、関係機関

と医療的ケアが必要な子どもやその家族をつなぎ、必要な支援を総合的に調整す

る医療的ケア児コーディネーターを引き続き配置しています。 

オ、保育所等における障害のある子どもの受入れ 

保育所等訪問支援の利用者は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和 2 年

度の利用児童数や利用日数が減少する見込みです。 

また、医療型児童発達支援事業所の新規開設はありませんが、新たに、居宅訪

問型児童発達支援を提供する事業所が開設されています。 
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なお、令和元年度には、北九州地域医療的ケア児支援協議会を設置し、保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関との連携を図りました。 

障害のある子どもの受入れについては、現在、保育所・幼稚園・放課後児童ク

ラブ等において既に行っており、今後も障害の有無に関わらず全ての児童が共に

成長できるよう、受入れ体制の維持、実施内容の充実に努めていきます。 

 

6、相談支援体制の充実・強化等 

障害者基幹相談支援センターを中心として、総合的・専門的な相談支援や地域

の相談支援を強化する体制を確保することを目標としました。 

 

【達成状況】 

活動指標のなかで一部見込みを下回ったものもありましたが、概ね見込みどおりで

した。障害者基幹相談支援センターにおける、総合的・専門的な相談支援の実施や、

研修や会議等を通じた人材育成及び相談支援体制の強化について、一定の成果を得る

ことができました。 

 

7、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

令和５（2023）年度末までに、「障害福祉サービス等に係る各種研修」、「障害者自

立支援審査支払等システムによる審査結果の共有」及び「指導監査結果の関係自治

体との共有」の実施体制を構築することを目標としました。 

 

【達成状況】 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有について、例月の審査事

務等において、誤った報酬請求に対する指導・助言を連携して行いました。 
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また、指導監査結果の関係自治体との共有について、県・政令市・中核市間で年に

２回行っているほか、随時県から全国の事例に関する情報提供が行われており、連携

して対応しました。 

 

8、発達障害のある人等に対する支援の充実・強化 

令和５（2023）年度末までに発達障害のある子ども、発達障害のある人のライフ

ステージを通して一貫した支援を実施する体制を構築することを目標としました。 

 

【達成状況】 

発達障害のある人等の地域生活の安定及び福祉の向上を図るため、発達障害者支援

地域協議会に３つの専門部会を立ち上げ、市内の実態把握、特性評価（МＳＰＡ）基

本手立ての普及、強度行動障害支援等について検討しました。 
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（２）、活動指標  ※令和５（2023）年度は推計 

1、訪問系サービス 

○居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援 

令和３年度、利用者数見込み２，０１８人、利用者数実績２，０５４人、利用

時間見込４８，８３２時間、利用時間実績５０，９１４時間 

令和４年度、利用者数見込み２，０５０人、利用者数実績２，１０７人、利用

時間見込５０，５０２時間、利用時間実績５３，３３３時間 

令和５年度、利用者数見込み２，０８２人、利用者数実績２，１４０人、利用

時間見込、５２，１７１時間、利用時間実績５７，２４４時間 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用時間：ツキ平均利用延べ時間（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用時間） 

以下同じ 

 

2、日中活動系サービス 

ア、生活介護 

令和３（2021）年度、利用者数見込み２，９２０人、利用者数実績２，９５

８人、利用日数見込５９，５７７ニン日、利用日数実績６１，４６４ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み２，９３０人、利用者数実績２，９６

０人、利用日数見込６０，３００ニン日、利用日数実績６１，２８７ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み２，９４０人、利用者数実績２，９７

７人、利用日数見込６１，０４４ニン日、利用日数実績６１，９５５ニン日 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりの

ツキ平均利用日数） 

以下同じ 
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イ、自立訓練（機能訓練） 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１５人、利用者数実績９人、利用日数

見込３２８ニン日、利用日数実績１８４ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み１６人、利用者数実績８人、利用日数

見込３５２ニン日、利用日数実績３７５ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１７人、利用者数実績８人、利用日数

見込３７５ニン日、利用日数実績１５０ニン日 

ウ、自立訓練（生活訓練）・・・宿泊型自立訓練含む 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１８５人、利用者数実績１９６人、利

用日数見込３，９００ニン日、利用日数実績３，７６１ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み１８５人、利用者数実績１９３人、利

用日数見込３，９００ニン日、利用日数実績３，４７４ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１８５人、利用者数実績１９５人、利

用日数見込３，９００ニン日、利用日数実績３，５１２ニン日 

エ、就労移行支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み３６５人、利用者数実績３８２人、利

用日数見込６，３７７ニン日、利用日数実績６，８１４ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み３６７人、利用者数実績３６８人、利

用日数見込６，４３１ニン日、利用日数実績６，６９３ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み３６８人、利用者数実績３７０人、利

用日数見込６，４８６ニン日、利用日数実績６，８０１ニン日 

オ、就労継続支援（Ａ型） 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１，０１１人、利用者数実績１，０３

３人、利用日数見込２１，３４５ニン日、利用日数実績２１，６８９ニン日 
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令和４（2022）年度、利用者数見込み１，０２０人、利用者数実績１，１２

１人、利用日数見込２１，６５５ニン日、利用日数実績２４，０５０ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１，０２８人、利用者数実績１，１６

９人、利用日数見込２１，９２４ニン日、利用日数実績２５，１６１ニン日 

カ、就労継続支援（Ｂ型） 

令和３（2021）年度、利用者数見込み２，６１２人、利用者数実績２，７６

６人、利用日数見込４５，０６４ニン日、利用日数実績４８，６４６ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み２，６６７人、利用者数実績３，０３

７人、利用日数見込４６，１００ニン日、利用日数実績５４，７６３ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み２，７１４人、利用者数実績３，２４

０人、利用日数見込４７，０００ニン日、利用日数実績５９，３９５ニン日 

キ、就労定着支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１４０人、利用者数実績１３７人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み１４５人、利用者数実績１３８人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１５０人、利用者数実績１５８人 

ク、療養介護 

令和３（2021）年度、利用者数見込み２９５人、利用者数実績２９７人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み３００人、利用者数実績３００人 

令和５（2022）年度、利用者数見込み３０５人、利用者数実績３０３人 

ケ、福祉型短期入所 

令和３（2021）年度、利用者数見込み４９３人、利用者数実績３９９人、利

用日数見込２，８１２ニン日、利用日数実績２，８３１ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み５０５人、利用者数実績３８５人、利

用日数見込２，８９０ニン日、利用日数実績２，６９５ニン日 
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令和５（2023）年度、利用者数見込み５１８人、利用者数実績３８９人、利

用日数見込２，９７０ニン日、利用日数実績２，７５９ニン日 

コ、医療型短期入所 

令和３（2021）年度、利用者数見込み７５人、利用者数実績６２人、利用日

数見込４２８ニン日、利用日数実績３３０ニン日 

令和４（2022）年度、利用者数見込み７５人、利用者数実績７１人、利用日

数見込４２８ニン日、利用日数実績３６６ニン日 

令和５（2023）年度、利用者数見込み７５人、利用者数実績７２人、利用日

数見込４２８ニン日、利用日数実績３６６ニン日 

 

3、自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

ア、自立生活援助 

令和３（2021）年度、利用者数見込み３人、利用者数実績０．３人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み６人、利用者数実績０．１人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み９人、利用者数実績１人 

イ、共同生活援助（グループホーム） 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１，４１０人、利用者数実績１，５０

０人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み１，４８０人、利用者数実績１，６１

７人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１，５５０人、利用者数実績１，７４

０人 

ウ、施設入所支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み１，３４９人、利用者数実績１，３２

３人 
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令和４（2022）年度、利用者数見込み１，３４２人、利用者数実績１，３１

１人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み１，３３４人、利用者数実績１，２９

５人 

 

4、地域生活支援拠点等 

ア、地域生活支援拠点等の設置 

設置個所数 

令和３（2021）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

令和４（2022）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

令和５（2023）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

※面的整備としての体制での箇所数 

イ、地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検討の実施回数 

令和３（2021）年度、見込み３回、実績５回 

令和４（2022）年度、見込み３回、実績２回 

令和５（2023）年度、見込み３回、実績２回 

 

5、相談支援 

ア、計画相談支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み９，１５０人、利用者数実績９，２７

６人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み９，４５０人、利用者数実績９，７４

５人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み９，７５０人、利用者数実績１０，０

５０人 
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イ、地域移行支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み４０人、利用者数実績２８人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み４５人、利用者数実績２１人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み５０人、利用者数実績２５人 

ウ、地域定着支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み４０人、利用者数実績４２人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み４５人、利用者数実績４６人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み５０人、利用者数実績４７人 

 

6、障害のある子どもに対する支援 

ア、児童発達支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み６２８人、利用児童数実績７６３人、

利用日数見込８，１００ニン日、利用日数実績９，７０６ニン日 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み６４８人、利用児童数実績９３４人、

利用日数見込８，３５８ニン日、利用日数実績１１，３６９ニン日 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み６６８人、利用者児童実績１，０７

０人、利用日数見込８，６１６ニン日、利用日数実績１２，８００ニン日 

イ、医療型児童発達支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み０人、利用児童数実績０人、利用日

数見込０ニン日、利用日数実績０ニン日 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み５人、利用児童数実績０人、利用日

数見込２０ニン日、利用日数実績０ニン日 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み１０人、利用者児童実績０人、利用

日数見込４０ニン日、利用日数実績０ニン日 
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ウ、放課後等デイサービス 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み１，９７６人、利用児童数実績２，

２６２人、利用日数見込３１，２１５ニン日、利用日数実績３５，３０９ニ

ン日 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み２，０５０人、利用児童数実績２，

５７９人、利用日数見込３２，８８２ニン日、利用日数実績３９，４７１ニ

ン日 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み２，１１６人、利用者児童実績２，

８８２人、利用日数見込３４，３２６ニン日、利用日数実績４４，２８２ニ

ン日 

エ、保育所等訪問支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み５５人、利用児童数実績５３人、利

用日数見込６０ニン日、利用日数実績６０ニン日 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み５５人、利用児童数実績８１人、利

用日数見込６０ニン日、利用日数実績９３ニン日 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み５５人、利用者児童実績９５人、利

用日数見込６０ニン日、利用日数実績１１１ニン日 

オ、居宅訪問型児童発達支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み２人、利用児童数実績５人、利用日

数見込１０ニン日、利用日数実績１４ニン日 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み３人、利用児童数実績６人、利用日

数見込１５ニン日、利用日数実績１５ニン日 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み４人、利用者児童実績７人、利用日

数見込２０ニン日、利用日数実績１６ニン日 

カ、福祉型障害児入所支援 
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令和３（2021）年度、利用児童数見込み６２人、利用児童数実績５７人 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み６２人、利用児童数実績５７人 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み６２人、利用者児童実績５７人 

キ、医療型障害児入所支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み３７人、利用児童数実績３４人 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み３８人、利用児童数実績３０人 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み３９人、利用者児童実績３１人 

ク、障害児相談支援 

令和３（2021）年度、利用児童数見込み３，０００人、利用児童数実績２，

９６６人 

令和４（2022）年度、利用児童数見込み３，３００人、利用児童数実績３，

４００人 

令和５（2023）年度、利用児童数見込み３，６００人、利用者児童実績３，

８００人 

ケ、医療的ケアが必要な子どもに対する関連分野の支援を調整するコーディネー

ター 

令和３（2021）年度、配置人数見込み１人、配置人数実績１人 

令和４（2022）年度、配置人数見込み１人、配置人数実績１人 

令和５（2023）年度、配置人数見込み１人、配置人数実績１人 

※配置人数：コーディネーター配置人数（年あたりの人数） 

 

7、発達障害者支援関係 

ア、発達障害者支援地域協議会の開催 

令和３（2021）年度、開催回数見込み４回、開催回数実績０ 

令和４（2022）年度、開催回数見込み４回、開催回数実績２回 
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令和５（2023）年度、開催回数見込み４回、配置人数実績３回 

※開催回数：年間開催回数（年あたりの回数） 

イ、発達障害者支援センターによる相談支援 

令和３（2021）年度、相談件数見込み３，８００件、相談件数実績３，８８

３件 

令和４（2022）年度、相談件数見込み３，８００件、相談件数実績３，５８

８件 

令和５（2023）年度、相談件数見込み３，８００件、相談件数実績３，７０

０件 

※相談件数：年間相談件数（年あたりの件数） 

ウ、発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への

助言 

令和３（2021）年度、助言件数見込み５４件、助言件数実績３３件 

令和４（2022）年度、助言件数見込み５４件、助言件数実績２６件 

令和５（2023）年度、助言件数見込み５４件、助言件数実績３０件 

※助言件数：年間助言件数（年あたりの件数） 

エ、発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地

域住民への研修、啓発 

令和３（2021）年度、研修・啓発件数見込み２９件、研修・啓発件数実績２

２件 

令和４（2022）年度、研修・啓発件数見込み２９件、研修・啓発件数実績４

２件 

令和５（2023）年度、研修・啓発件数見込み２９件、研修・啓発件数実績３

２件 

オ、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受

講者数 

 

 



１５１ 

 

１５１ページ 

 

令和３（2021）年度、受講者数見込み１５人、受講者数実績１１人 

令和４（2022）年度、受講者数見込み１５人、受講者数実績１１人 

令和５（2023）年度、受講者数見込み１５人、受講者数実績１１人 

※受講者数：年間受講者数（年あたりの人数） 

カ、ペアレントメンターの人数 

令和３（2021）年度、人数見込み１３人、人数実績１９人 

令和４（2022）年度、人数見込み２３人、人数実績１８人 

令和５（2032）年度、人数見込み２３人、人数実績１８人 

※人数：登録人数（年あたりの人数） 

キ、ピアサポートの活動への参加人数 

令和３（2021）年度、人数見込み１５人、人数実績４７人 

令和４（2022）年度、人数見込み１５人、人数実績３１人 

令和５（2023）年度、人数見込み１５人、人数実績４０ 

 

8、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

ア、保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

令和３（2021）年度、開催回数見込み２回、開催回数実績２回、関係者の参

加者数見込み３２人、関係者の参加者数実績２７人、目標設定・評価の実施

回数見込み２回、目標設定・評価の実施回数実績２回 

令和４（2021）年度、開催回数見込み２回、開催回数実績２回、関係者の参

加者数見込み３２人、関係者の参加者数実績３１人、目標設定・評価の実施

回数見込み２回、目標設定・評価の実施回数実績２回 

令和５（2023）年度、開催回数見込み２回、配置人数実績２回、関係者の参

加者数見込み３２人、関係者の参加者数実績３２人、目標設定・評価の実施

回数見込み２回、目標設定・評価の実施回数実績２回 
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※開催回数：年間開催回数（年あたりの回数） 

イ、精神障害のある人の地域移行支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み３５人、利用者数実績２６人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み４０人、利用者数実績１９人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み４５人、利用者数実績２２人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（月あたりの人数） 

以下同じ 

ウ、精神障害のある人の地域定着支援 

令和３（2021）年度、利用者数見込み２０人、利用者数実績２２人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み２４人、利用者数実績２９人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み２７人、利用者数実績２５人 

エ、精神障害のある人の共同生活援助 

令和３（2021）年度、利用者数見込み５６９人、利用者数実績６８６人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み６３２人、利用者数実績７４３人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み７０１人、利用者数実績７９０人 

オ、精神障害のある人の自立生活援助 

令和３（2021）年度、利用者数見込み３人、利用者数実績０人 

令和４（2022）年度、利用者数見込み６人、利用者数実績０人 

令和５（2023）年度、利用者数見込み９人、利用者数実績０人 

 

9、相談支援体制の充実・強化のための取組 

ア、総合的・専門的な相談支援 

令和３（2021）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 
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令和４（2022）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 

令和５（2023）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 

イ、地域の相談支援体制の強化 

（ア）、地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言 

令和３（2021）年度、指導・助言件数見込み５件、指導・助言件数実績５

件 

令和４（2022）年度、指導・助言件数見込み１０件、指導・助言件数実績

１３件 

令和５（2023）年度、指導・助言件数見込み１５件、指導・助言件数実績

１５件 

（イ）、地域の相談支援事業者の人材育成の支援 

令和３（2021）年度、支援件数見込み８０件、支援件数実績４８件 

令和４（2022）年度、支援件数見込み８０件、支援件数実績３４件 

令和５（2023）年度、支援件数見込み８０件、支援件数実績４０件 

ウ、地域の相談機関との連携強化の取組 

令和３（2021）年度、実施回数見込み４回、実施回数実績４回 

令和４（2022）年度、実施回数見込み４回、実施回数実績４回 

令和５（2023）年度、実施回数見込み４回、実施回数実績６回 

 

10、障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

ア、障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

令和３（2021）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 
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令和４（2022）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 

令和５（2023）年度、総合的・専門的な相談支援見込み、実施、総合的・専

門的な相談支援実績、実施 

イ、障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果及び指導監査結果の関係

自治体との共有 

令和３（2021）年度、審査・監査結果の共有回数見込み２回、審査・監査結

果の共有回数実績２回 

令和４（2022）年度、審査・監査結果の共有回数見込み２回、審査・監査結

果の共有回数実績２回 

令和５（2023）年度、審査・監査結果の共有回数見込み２回、審査・監査結

果の共有回数実績２回 
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（３）、地域生活支援事業  ※令和５（2023）年度は推計 

障害者差別解消・共生社会推進事業、実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績アリ 

令和５（2023）年度、見込み有、実績アリ 

触法障害者支援事業、支援の実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績ナシ（別事業で実施） 

令和５（2023）年度、見込み有、実績ナシ（別事業で実施） 

ピアカウンセリング事業、箇所数 

令和３（2021）年度、見込み６箇所、実績６箇所 

令和４（2022）年度、見込み６箇所、実績６箇所 

令和５（2023）年度、見込み６箇所、実績６箇所 

地域精神保健福祉対策（ピアサポート事業）、活動件数 

令和３（2021）年度、見込み１２件、実績５件 

令和４（2022）年度、見込み１３件、実績６件 

令和５（2023）年度、見込み１４件、実績５件 

パソコンサポーター養成・派遣事業、養成 

令和３（2021）年度、見込み８人、実績７人 

令和４（2022）年度、見込み８人、実績３人 

令和５（2023）年度、見込み８人、実績８人 

本人活動支援事業（ボランティア活動参加促進）、活動回数 

令和３（2021）年度、見込み６２回、実績４１回 

令和４（2022）年度、見込み６２回、実績８０回 

令和５（2023）年度、見込み６２回、実績７４回 
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障害者相談支援事業（障害者基幹相談支援センター）、箇所数 

令和３（2021）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

令和４（2022）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

令和５（2023）年度、見込み１箇所、実績１箇所 

基幹相談支援センター等機能強化事業、実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績アリ 

令和５（2023）年度、見込み有、実績アリ 

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）、実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績アリ 

令和５（2023）年度、見込み有、実績アリ 

発達障害者支援センター運営事業、利用者数 

令和３（2021）年度、見込み１，００８人、実績７８７人 

令和４（2022）年度、見込み１，００８人、実績７７６人 

令和５（2023）年度、見込み１，００８人、実績７８１人 

成年後見制度利用支援事業、利用者数 

令和３（2021）年度、見込み７人、実績５人 

令和４（2022）年度、見込み７人、実績５人 

令和５（2023）年度、見込み７人、実績７人 

成年後見制度法人後見支援事業、実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績アリ 

令和５（2023）年度、見込み有、実績アリ 
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手話通訳者派遣事業、派遣件数 

令和３（2021）年度、見込み２，９１５件、実績２，８３７件 

令和４（2022）年度、見込み３，０６０件、実績２，７３３件 

令和５（2023）年度、見込み３，２１３件、実績２，８７０件 

要約筆記者派遣事業、派遣件数 

令和３（2021）年度、見込み２１０件、実績１００件 

令和４（2022）年度、見込み２２０件、実績７２件 

令和５（2023）年度、見込み２３１件、実績７６件 

重度障害者入院時コミュニケーション派遣事業、実施の有無 

令和３（2021）年度、見込み有、実績アリ 

令和４（2022）年度、見込み有、実績アリ 

令和５（2023）年度、見込み有、実績アリ 

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー派遣事業、派遣件数 

令和３（2021）年度、見込み２２９件、実績１７８件 

令和４（2022）年度、見込み２４０件、実績２７７件 

令和５（2023）年度、見込み２５２件、実績２９０件 

介護・訓練支援用具、給付又は貸与件数 

令和３（2021）年度、見込み９９件、実績９３件 

令和４（2022）年度、見込み１０１件、実績１１８件 

令和５（2023）年度、見込み１０３件、実績１０７件 

自立生活支援用具、給付又は貸与件数 

令和３（2021）年度、見込み３７９件、実績１９２件 

令和４（2022）年度、見込み３８７件、実績２３４件 

令和５（2023）年度、見込み３９５件、実績２２３件 
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在宅療育等支援用具、給付又は貸与件数 

令和３（2021）年度、見込み２９１件、実績２５６件 

令和４（2022）年度、見込み２９７件、実績２４４件 

令和５（2023）年度、見込み３０３件、実績２６４件 

情報・意思疎通支援用具、給付又は貸与件数 

令和３（2021）年度、見込み３７２件、実績２５７件 

令和４（2022）年度、見込み３７９件、実績２４６件 

令和５（2023）年度、見込み３８６件、実績２８０件 

排泄管理支援用具、給付又は貸与件数 

令和３（2021）年度、見込み１２，５３５件、実績１３，０９２件 

令和４（2022）年度、見込み１２，７７８件、実績１３，１６７件 

令和５（2023）年度、見込み１３，０２７件、実績１３，４１４件 

居宅生活動作補助用具（住宅改修費）、利用件数 

令和３（2021）年度、見込み２７件、実績２２件 

令和４（2022）年度、見込み２８件、実績１７件 

令和５（2023）年度、見込み２９件、実績１９件 

手話奉仕員養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み８０人、実績６５人 

令和４（2022）年度、見込み８０人、実績７９人 

令和５（2023）年度、見込み８０人、実績８０人 

手話通訳者養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み２４人、実績３２人 

令和４（2022）年度、見込み２４人、実績４１人 

令和５（2023）年度、見込み２４人、実績３７人 
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要約筆記者養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み１０人、実績７人 

令和４（2022）年度、見込み１０人、実績４人 

令和５（2023）年度、見込み１０人、実績１０人 

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み１０人、実績１人 

令和４（2022）年度、見込み（１０人）、実績、空白 

令和５（2023）年度、見込み１０人、実績１０人 

移動支援事業 

利用者数 

令和３（2021）年度、見込み５８３人、実績４２４人 

令和４（2022）年度、見込み５９３人、実績４２４人 

令和５（2023）年度、見込み６０３人、実績４２５人 

利用時間 

令和３（2021）年度、見込み８６，５９７時間、実績６４，０２１時間 

令和４（2022）年度、見込み８６，７９７時間、実績６２，８７４時間 

令和５（2023）年度、見込み８６，９７７時間、実績６３，７５４時間 

重度障害者大学等進学支援事業、利用者数 

令和３（2021）年度、見込み５人、実績２人 

令和４（2022）年度、見込み５人、実績２人 

令和５（2023）年度、見込み５人、実績３人 

地域活動支援センター事業、箇所数 

令和３（2021）年度、見込み８箇所、実績８箇所 

令和４（2022）年度、見込み８箇所、実績８箇所 

令和５（2023）年度、見込み８箇所、実績９箇所 
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精神障害者地域生活支援広域調整等事業、ピアサポート従事者数 

令和３（2021）年度、見込み１３人、実績１０人 

令和４（2022）年度、見込み１３人、実績１４人 

令和５（2023）年度、見込み１３人、実績１５人 

福祉ホーム、利用者数 

令和３（2021）年度、見込み２０人、実績１２人 

令和４（2022）年度、見込み２０人、実績１１人 

令和５（2023）年度、見込み２０人、実績１１人 

生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練、利用者数 

令和３（2021）年度、見込み７００人、実績８８２人 

令和４（2022）年度、見込み７００人、実績１，０１８人 

令和５（2023）年度、見込み７００人、実績９５０人 

訪問入浴サービス 

利用者数 

令和３（2021）年度、見込み２２人、実績１７人 

令和４（2022）年度、見込み２２人、実績２０人 

令和５（2023）年度、見込み２２人、実績１９人 

利用回数 

令和３（2021）年度、見込み１，２９７回、実績１，００４回 

令和４（2022）年度、見込み１，２９７回、実績１，１８９回 

令和５（2023）年度、見込み１，２９７回、実績１，１０７回 

日中一時支援事業（日帰りショートステイ） 

利用者数 

令和３（2021）年度、見込み１４２人、実績１０１人 

令和４（2022）年度、見込み１４７人、実績１２３人 
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令和５（2023）年度、見込み１５２人、実績１２５人 

利用回数 

令和３（2021）年度、見込み６，６６２回、実績５，３４３回 

令和４（2022）年度、見込み６，８６２回、実績６，９９０回 

令和５（2023）年度、見込み７，０６２回、実績７，２７９回 

障害者スポーツ大会、参加者数 

令和３（2021）年度、見込み５１５人、実績、大会中止 

令和４（2022）年度、見込み５２５人、実績１５５人 

令和５（2023）年度、見込み５３５人、実績２１０人 

障害者スポーツ教室、箇所数 

令和３（2021）年度、見込み２２箇所、実績１４箇所 

令和４（2022）年度、見込み２３箇所、実績１７箇所 

令和５（2023）年度、見込み２４箇所、実績１７箇所 

点字・声の広報等発行事業、発行回数 

令和３（2021）年度、見込み３２回、実績３３回 

令和４（2022）年度、見込み３２回、実績３２回 

令和５（2023）年度、見込み３２回、実績２９回 

点訳奉仕員養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み１１人、実績５人 

令和４（2022）年度、見込み１１人、実績６人 

令和５（2023）年度、見込み１１人、実績１０人 

音訳奉仕員養成事業、養成人数 

令和３（2021）年度、見込み１４人、実績７人 

令和４（2022）年度、見込み１４人、実績１０人 

令和５（2023）年度、見込み１４人、実績１０人 
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芸術文化活動振興、出展数 

令和３（2021）年度、見込２１６点、実績２６０点 

令和４（2022）年度、見込２２６点、実績２２５点 

令和５（2023）年度、見込２３６点、実績２３５点 
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３、計画で定める項目 

障害のある人や障害のある子どもの地域生活を支援するための障害福祉サー

ビス等（障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活

支援事業）及び障害児通所支援等（障害児通所支援及び障害児入所支援並びに

障害児相談支援）を提供するための体制の確保が総合的かつ計画的に図られる

ようにすることを目的として、以下の内容を定めます。 

 

１、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標 

必要な障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する

目標として、次に掲げる事項に係る目標（以下「成果目標」という。）を設定

します。 

成果目標(1)、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

成果目標(2)、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

成果目標(3)、地域生活支援の充実 

成果目標(4)、福祉施設から一般就労への移行等 

成果目標(5)、障害のある子どもに対する支援の提供体制の整備等 

成果目標(6)、相談支援体制の充実・強化等 

成果目標(7)、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の

構築 

成果目標(8)、発達障害のある人等に対する支援の充実・強化 

 

２、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み 

上記の成果目標を達成するため、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等

の種類ごとの、成果目標を達成するために必要な量等（以下「活動指標」とい

う。）を設定します。 
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（１）、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

・訪問系サービス 

・日中活動系サービス 

・自立生活援助、共同生活援助、施設入所支援 

・相談支援 

（２）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）、地域生活支援の充実 

（４）、福祉施設から一般就労への移行等 

（５）、障害のある子どもに対する支援の提供体制の整備等 

（６）、相談支援体制の充実・強化等 

（７）、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

（８）、発達障害のある人等に対する支援 

 

３、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

地域生活支援事業の実施に関して、成果目標の達成に資するよう北九州市の

実情に応じて、次の事項を定めます。 

（１）、北九州市が実施する事業の内容 

（２）、各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量の見込

み、各年度の見込量の確保のための方策  
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〇 成果目標と活動指標 

(1)、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

成果目標 

ア、令和８（2026）年度末において、令和４（2022）年度末時点の福祉施設の入所者

数の６．５%以上が地域生活へ移行する。 

イ、令和８（2026）年度末の福祉施設の入所者数を令和４（2022）年度末時点の施設

入所者数から５％以上減員する。 

活動指標 

・居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援の利用者

数及び量 

・生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労

継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数及び量 

・就労定着支援、療養介護の利用者数 

・短期入所（福祉型、医療型）の利用者数及び量 

・自立生活援助、共同生活援助、施設入所支援の利用者数 

・計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援の利用者数 

 

(2)、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

成果目標 

令和８（2026）年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数を２，０８２人以

下とする。 

活動指標 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数 
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・精神障害のある人の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生活援助、

自立訓練（生活訓練）の利用者数 

 

(3)、地域生活支援の充実 

成果目標 

地域生活支援拠点等の機能のうち、「緊急時の受入れ・対応」については、令和８（2026）

年度末まで１箇所以上を維持するとともに、「相談」及び「体験の機会・場」の各機能

についても１箇所以上整備し、その機能充実のためにコーディネーターによる効果的

な支援体制の構築を進めながら、運用状況を検証、検討するための会議を年１回以上

開催する。 

活動指標 

・地域生活支援拠点等の設置数 

・地域生活支援拠点等の機能充実を推進するコーディネーターの配置人数 

・地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検討の実施回数 

 

(4)、福祉施設から一般就労への移行等 

成果目標 

ア、令和８（2026）年度中就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者の数を、

令和４（2022）年度の一般就労への移行実績の１．２８倍以上とする。 

イ、就労移行支援事業のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行

した者の割合が５割以上の事業を６割以上とする。 

ウ、就労支援のネットワークを強化し、雇用、福祉、教育等の関係機関との充実した

連携体制の構築を推進する。 

エ、就労移行支援事業所等を通じて一般就労に移行する人のうち、就労定着支援事業

の利用者数を令和３年度末実績の１．４１倍以上とする。 
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オ、就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支

援事業所の割合が２割５分以上とする。 

活動指標 

・就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数及び量、【再掲】 

・就労定着支援の利用者数、【再掲】 

・生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数及び量、【再掲】 

・就労選択支援の利用者数及び量、【再掲】 

・就労定着実績体制加算の支給決定数 

 

(5)、障害のある子どもに対する支援の提供体制の整備等 

成果目標 

ア、児童発達支援センターの適切な運営に引き続き取り組むとともに、全ての児童発

達支援センターが地域の中核的な支援機関として、地域支援（保育所等訪問支援

等）の充実を図る。 

イ、聴覚障害のある子どもの支援のための中核的機能を果たす体制の確保や、新生児

聴覚検査から療育につなげる連携体制の構築を推進する。 

ウ、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の適切な運営に引き続き取

り組むとともに、重度の障害等により外出が著しく困難で在宅生活を送っている

障害のある子どもに対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスの充実を

図る。 

エ、北九州地域医療的ケア児支援協議会を通じて、医療的ケアが必要な子どもの心身

の状況や介護者の状況に応じた適切な保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支

援が受けられるように関係機関との連携を図る。また、地域における課題の整理

や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケアが必要な子どもに対する支援のた

めの地域づくりを推進するとともに、 
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関係機関と医療的ケアが必要な子どもやその家族をつなぎ、必要な支援を総合的

に調整する医療的ケア児コーディネーターを引き続き配置する。 

オ、関係機関との連携により、保育所・幼稚園等での障害のある子どもの受入れや保

育内容の充実を図るとともに、障害のある子どもの放課後の居場所の充実を図る。

そのため、受入れ体制の維持（全施設の維持）を目標とする。 

カ、障害児入所施設に入所している児童が１８歳以降、大人にふさわしい環境へ円滑

に移行できるよう適切な移行調整に引き続き取り組むとともに、支援に携わる関

係機関との連携の充実を図る。 

活動指標 

・児童発達支援の利用児童数及び量 

・放課後等デイサービスの利用児童数及び量 

・保育所等訪問支援の利用児童数及び量 

・居宅訪問型児童発達支援の利用児童数及び量 

・福祉型障害児入所支援・医療型障害児入所支援の利用児童数 

・障害児相談支援の利用児童数 

・医療的ケアが必要な子どもに対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

の配置人数 

 

(6)、相談支援体制の充実・強化等 

成果目標 

障害者基幹相談支援センターを中心として、総合的な相談支援、地域の相談支援体制

の強化及び関係機関等の連携の緊密化等を通じた地域づくりを図る体制を確保する。

また、協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を

行う取組を行うとともに、そのために必要な協議会の体制を確保する。 
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活動指標 

・基幹相談支援センターの設置の有無 

・基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数、地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数、地域の相談機

関との連携強化の取組の実施回数及び個別事例の支援内容の検証の実施回数 

・基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 

・協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数及び参加事業者・

機関数 

・協議会の専門部会の設置数及び実施回数 

・計画相談支援、地域移行支援及び地域定着支援の利用者数 

 

(7)、 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

成果目標 

令和８（2026）年度末までに、「障害福祉サービス等に係る各種研修」、「障害者自立支

援審査支払等システムによる審査結果の共有」及び「指導監査結果の関係自治体との

共有」の実施体制を構築する。 

活動指標 

・障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

・障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果及び指導監査結果の関係自治

体との共有 

 

(8)、発達障害のある人等に対する支援の充実・強化 

成果目標 

令和８（2026）年度末までに発達障害のある子ども、発達障害のある人のライフステ

ージを通して一貫した支援を実施する体制の構築や、 
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強度行動障害支援の体制整備を進める。 

活動指標 

・発達障害者支援地域協議会の開催回数 

・発達障害者支援センターによる相談件数 

・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言

件数 

・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住

民への研修、啓発件数 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者

数（保護者）及び実施者数（支援者） 

・ペアレントメンターの人数 

・ピアサポートの活動への参加人数 
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第６章、成果目標及び活動指標等 

１、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確

保に係る目標（成果目標） 

 

（１）、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

成果目標 

ア、福祉施設の入所者の地域生活移行 

令和８（2026）年度末において、令和４（2022）年度末時点の福祉施設の入

所者数の６．５％以上が地域生活へ移行することを目標とします。 

令和４年度末の福祉施設の入所者数、１，３１３人 

令和８（2026 年度末）の地域生活への移行（目標）、８５人以上 

６．５％以上移行 

イ、福祉施設の入所者数の減員 

令和８（2026）年度末の福祉施設の入所者数を令和４（2022）年度末時点の

福祉施設の入所者数から５％以上減員することを目標とします。 

令和４年度末の福祉施設の入所者数、１，３１３人 

令和８（2026）年度末の福祉施設の入所者数（目標）、１，２４７人以下 

５％以上減員 

 

目標設定の考え方 

地域生活への移行を進める観点から、令和４（2022）年度末時点の施設に入所し

ている障害のある人のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、一

般住宅等に移行する人の数を見込み、その上で、令和８年度末における地域生活に

移行する人の目標値を設定しました。 
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目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策により、成果目標の達成に

努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○訪問系サービス 

・居宅介護（利用者数、利用時間数） 

・重度訪問介護（利用者数、利用時間数） 

・同行援護（利用者数、利用時間数） 

・行動援護（利用者数、利用時間数） 

・重度障害者等包括支援（利用者数、利用単位数） 

○日中活動系サービス 

・生活介護（利用者数、利用日数） 

・自立訓練（機能訓練）（利用者数、利用日数） 

・自立訓練（生活訓練）（利用者数、利用日数） 

・就労選択支援（利用者数、利用日数） 

・就労移行支援（利用者数、利用日数） 

・就労継続支援（Ａ型）（利用者数、利用日数） 

・就労継続支援（Ｂ型）（利用者数、利用日数） 

・就労定着支援（利用者数） 

・療養介護（利用者数） 

・短期入所（福祉型・医療型）（利用者数、利用日数） 

○自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

・自立生活援助（利用者数） 
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・共同生活援助（利用者数） 

・施設入所支援（利用者数） 

○相談支援 

・計画相談支援（利用者数） 

・地域移行支援（利用者数） 

・地域定着支援（利用者数） 

 

（２）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

ア、精神病床における一年以上長期入院患者数 

成果目標 

令和８（2026）年度末の精神病床における一年以上長期入院患者数は２，０８２

人以下を目標とします。 

 

令和８（2026）年度末の一年以上長期入院患者数（目標）、 ２，０８２人以下 

 

目標設定の考え方 

福岡県保健医療計画（第 8 次）に基づき設定する人数（１０，０１２人）を基

に、北九州市の長期入院患者の割合（２０．８％（令和４年６月末における福岡

県内の長期入院患者のうち北九州市の長期入院患者の割合））を乗じて算出しまし

た。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち、特に「（４）地域

移行支援、地域生活支援及び地域福祉の充実」に係る施策により、 
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成果目標の達成に努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施

回数 

・精神障害のある人の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生活

援助及び自立訓練（生活訓練）の利用者数 

 

（３）、地域生活支援の充実 

成果目標 

地域生活支援拠点等の機能のうち、「緊急時の受入れ・対応」については、令和８

年度末（2026）年度末まで 1 箇所以上を維持するとともに、「相談」及び「体験の機

会・バ」の各機能についても１箇所以上整備し、その機能充実のためにコーディネ

ーターによる効果的な支援体制の構築を進めながら、運用状況を検証、検討するた

めの会議を年１回以上開催することを目標とします。 

 

目標設定の考え方 

障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、緊急時にすぐに相談

でき、必要に応じて緊急的な対応を図る体制の確保や、体験の機会・場の提供や

入所施設や病院等から一人暮らしなどへの移行支援等のため、地域生活支援拠点

等の整備を行うとともに、 
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地域のニーズや課題に応えられているかを継続的に検証・検討を行うこととしま

した。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち、特に「（４）地域

移行支援、地域生活支援及び地域福祉の充実」に係る施策により、成果目標の達

成に努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○地域生活支援 

・地域生活支援拠点等の設置数 

・地域生活支援拠点等の機能充実を推進するコーディネーターの配置人数 

・地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検討の実施回数 

 

（４）、福祉施設から一般就労への移行等 

ア、就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援、自立訓練、生活介護）

を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

成果目標 

令和８（2026）年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人の数

を、令和４（2022）年度の一般就労への移行実績の１．２８倍以上とすることを目

標としました。 

令和４（2022）年度の一般就労への移行（実績）、３０５人 

令和８（2026）年度の一般就労への移行（目標）、３９０人以上 
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１．２８倍以上 

 

目標設定の考え方 

一般就労移行者数が毎年増加していることから、令和４（2022）年度実績を基準

に国の目標値を令和８（2026）年度の目標としました。 

 

イ、就労移行支援に関する目標について 

成果目標 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の

事業所を６割以上とすることを目標としました。 

 

目標設定の考え方 

令和４（2022）年度の実績は、すでに国の目標値（５割以上）を達成しているこ

とから６割以上とすることを令和８（2026）年度の目標としました。 

 

ウ、就労支援ネットワークの強化等に関する目標について 

成果目標 

就労支援のネットワークを強化し、雇用、福祉、教育等の関係機関との充実した

連携体制の構築を推進します。 

 

目標設定の考え方 

関係機関の相互理解や情報共有を強化し、就労支援の質の確保に努めることで円

滑な就労移行体制の確保を図ります。 
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エ、就労定着支援事業の利用者数に関する目標について 

成果目標 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人のうち、就労定着支援事業の

利用者数を令和３（2021）年度実績の１．４１倍（２０５人以上）とすることを目

標としました。 

令和３（2021）年度の就労定着支援事業の利用者数（実績）、１４５人 

令和８（2026）年度の就労定着支援事業の利用者数（目標）、２０５人以上 

１．４１倍以上 

 

目標設定の考え方 

国の目標値どおり、令和８（2026）年度末における就労定着支援事業の利用者数

を令和３（2021）年度末実績の１．４１倍以上とすることを目標としました。 

 

オ、就労定着支援に関する目標について 

成果目標 

就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支

援事業所の割合が２割５分以上とすることを目標としました。 

 

目標設定の考え方 

国の目標値を令和８（2026）年度の目標としました。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野８「就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進」

において示す基本的な施策のうち、特に「（２）障害者雇用の促進」「（３）障害特

性に応じた就労支援」に係る施策により、成果目標の達成に努めます。 
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成果目標に係る事業の活動指標 

○日中活動系サービス 

・就労移行支援（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・就労継続支援（Ａ型）（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・就労継続支援（Ｂ型）（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・就労定着支援（利用者数）、【再掲】 

・生活介護（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・自立訓練（機能訓練）（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・自立訓練（生活訓練）（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・就労選択支援（利用者数、利用日数）、【再掲】 

・就労定着実績体制加算の支給決定数（件数） 

 

（５）、障害のある子どもに対する支援の提供体制の整備等 

ア、重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及

び保育所等訪問支援の充実について 

成果目標 

児童発達支援センターの適切な運営に引き続き取り組むとともに、全ての児童発

達支援センターが地域の中核的な支援機関として、地域支援（保育所等訪問支援

等）の充実を図ることを目標とします。 

 

目標設定の考え方 

北九州市では、国が示す成果目標を達成していることから、今後も事業所の適切

な運営に取り組んでいくこととします。 
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加えて、地域の障害のある子どもやその家族への相談、施設への援助・助言を合

わせて行う地域の中核的な療育支援施設としての児童発達支援センターの役割を

踏まえ、さらなる地域支援（保育所等訪問支援等）の充実を図ることを北九州市

の目標として設定しました。 

 

イ、聴覚障害のある子どもに対する支援のための中核機能を果たす体制の確保に

ついて 

成果目標 

聴覚障害のある子どもの支援のための中核機能を果たす体制の確保や、新生児聴

覚検査から療育につなげる連携の体制の構築を推進していきます。 

 

目標設定の考え方 

児童発達支援センターや特別支援学校等の関係機関との連携を強化することで、

聴覚障害のある子どもに対する乳児からの適切な支援体制の確保を図ります。 

 

ウ、主に重症心身障害のある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所の確保について 

成果目標 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の適切な運営に引き続き取

り組むとともに、重度の障害等により外出が著しく困難で在宅生活を送っている障

害のある子どもに対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスの充実を図る

ことを目標とします。 

 

目標設定の考え方 
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北九州市には、重症心身障害のある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所があることから、数値目標は設けず、既存の事業所の

適切な運営に取り組むこととします。 

また、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害のある子どもに発達支援を

提供するサービスのニーズがあることから、居宅訪問型児童発達支援の充実を図

ることを目標としました。 

 

エ、医療的ケアが必要な子どもに対する支援について 

成果目標 

北九州地域医療的ケア児支援協議会（以下「医ケア児協議会」という。）を通じ

て、医療的ケアが必要な子どもの心身の状況や介護者の状況に応じた適切な保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の支援が受けられるように関係機関との連携を図り

ます。 

また、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケアが

必要な子どもに対する支援のための地域づくりを推進するとともに、関係機関と医

療的ケアが必要な子どもやその家族をつなぎ、必要な支援を総合的に調整する医療

的ケア児コーディネーターを引き続き配置します。 

 

目標設定の考え方 

北九州市では、すでに医ケア児協議会を設置していることから、数値目標は設け

ず、今後も関係機関との連携を進めていきます。 

また、医療的ケア児コーディネーターを引き続き配置します。 

 

オ、保育所等における障害のある子どもの受入れ 
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成果目標 

関係機関との連携により、保育所・幼稚園等での障害のある子どもの受入れや保

育内容の充実を図るとともに、障害のある子どもの放課後の居場所の充実を図りま

す。 

 

目標設定の考え方 

障害のある子どもの受入れについては、現在、保育所・幼稚園・放課後児童クラ

ブ等において既に行っており、今後も障害の有無に関わらず全ての児童が共に成

長できるよう、受入れ体制の維持、実施内容の充実に努めていきます。 

 

カ、障害児入所施設からの移行調整について 

成果目標 

障害児入所施設に入所している児童が１８歳以降、大人にふさわしい環境へ円滑

に移行できるよう適切な移行調整に引き続き取り組むとともに、支援に携わる関係

機関との連携の充実を図ることを目標とします。 

 

目標設定の考え方 

北九州市では、国が示す目標値を達成していることから、今後も引き続き適切な

移行調整に取り組んでいくこととします。 

加えて、支援に携わる関係機関との連携の充実を図ることとしました。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち、特に「（５）障害

のある子どもに対する支援の充実」に係る施策により、 
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成果目標の達成に努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○障害のある子どもに対する支援 

・児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

・放課後等デイサービス（利用児童数、利用日数） 

・保育所等訪問支援（利用児童数、利用日数） 

・居宅訪問型児童発達支援（利用児童数、利用日数） 

・福祉型障害児入所支援（利用児童数） 

・医療型障害児入所支援（利用児童数） 

・障害児相談支援（利用児童数） 

・医療的ケアが必要な子どもに対する関連分野の支援を調整するコーディネー

ター（配置人数） 

 

（６）、相談支援体制の充実・強化等 

成果目標 

障害者基幹相談支援センターを中心として、総合的な相談支援、地域の相談支援

体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化等を通じた地域づくりを図る体制を確保

します。 

また、協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善

等を行う取組を行うとともに、そのために必要な協議会の体制を確保することを目

標とします。 
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目標設定の考え方 

北九州市では、障害者基幹相談支援センターにおいて、虐待防止センターや居住

サポート事業等を併せて実施するなど、総合的な相談支援を行うとともに、地域

における身近な相談を担う相談支援専門員に向けた研修や会議等を通じて、地域

の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化等を実施する体制の確保を

図ります。 

また、協議会における専門部会や相談支援事業所の参画による事例検討等を通じ

て、地域サービス基盤の開発・改善等を図ります。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち、特に「（３）相談

支援体制の充実」に係る施策により、成果目標の達成に努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○相談支援 

・基幹相談支援センターの設置の有無 

・基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業所に対する訪問等による専

門的な指導・助言件数、地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数、地域

の相談機関との連携強化の取組の実施回数及び個別事例の支援内容の検証の

実施回数 

・基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 

・協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数及び参加事業

者、機関数 

・協議会の専門部会の設置数及び実施回数 
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・計画相談支援（利用者数）、【再掲】 

・地域移行支援（利用者数）、【再掲】 

・地域定着支援（利用者数）、【再掲】 

 

（７）、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

成果目標 

令和８（2026）年度末までに、「障害福祉サービス等に係る各種研修」、「障害者自

立支援審査支払等システムによる審査結果の共有」及び「指導監査結果の関係自治

体との共有」の実施体制を構築することを目標とします。 

 

目標設定の考え方 

障害福祉サービス等の多様化、多数の事業者参入という状況の中、利用者が真に

必要とする障害福祉サービス等の提供を行うため、(1)福祉事務所職員の障害者総

合支援法の具体的内容の理解、(2)事業所の不適切な事業運営や誤った報酬請求に

対する適切な改善指導と厳正な対応に取り組む体制の確保を図ることとします。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち特に「（１）障害福

祉サービスの質の向上や福祉用具等の普及促進等」及び「（３）相談支援体制の充

実」に係る施策により、成果目標の達成に努めます。 

 

成果目標に係る事業の活動指標 

○障害福祉サービスの質を向上させるための取組 
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・障害福祉サービス等に係る各種研修の活用（福祉事務所職員の研修受講割

合） 

・障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果及び指導監査結果の関係

自治体との共有（審査・監査結果の共有回数） 

 

（８）、発達障害のある人等に対する支援の充実・強化 

成果目標 

発達障害のある人のライフステージを通して一貫した支援を実施する体制の構築

や、強度行動障害支援の体制整備を進めることを目標とします。 

 

目標設定の考え方 

発達障害のある人等の地域生活の安定及び福祉の向上を図るため、発達障害のつ

いての普及啓発や、発達障害者支援センターの運営（委託）、発達障害者支援地域

協議会の開催等を通して、成人後までの支援体制の構築を図ります。 

また、強度行動障害については、発達障害者支援地域協議会において令和３年度

に実施した実態調査の結果を踏まえて支援体制の整備を進めます。 

 

目標達成のための取組 

北九州市障害者計画の分野５「自立した生活の支援や意思決定支援の推進（地域

包括ケアシステムの構築）」において示す基本的な施策のうち特に「（３）相談支

援体制の充実」、「（４）地域移行支援、地域生活支援及び地域福祉の充実」及び

「（５）障害のある子どもに対する支援の充実」に係る施策により、成果目標の達

成に努めます。 
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成果目標に係る事業の活動指標 

○発達障害のある人等に対する支援 

・発達障害者支援地域協議会の開催回数 

・発達障害者支援センターによる相談件数 

・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への

助言件数 

・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地

域住民への研修、啓発件数 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受

講者数（保護者）及び実施者数（支援者） 

・ペアレントメンターの人数 

・ピアサポートの活動への参加人数 
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２、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の種類ごとの必

要な量の見込み（活動指標） 

 

（１）、福祉施設の入所者の地域生活への移行 

① 、訪問系サービス 

ア、居宅介護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１，８４７人、利用時間３４，３０４時間 

令和７（2025）年度、利用者数１，８７９人、利用時間３４，７９５時間 

令和８（2026）年度、利用者数１，９１２人、利用時間３５，２９２時間 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用時間：ツキ平均利用延べ時間（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用時間） 

 

見込量の設定の考え方 

居宅介護は、在宅の障害のある人の生活を支えるサービスとしてのニーズが

高く、利用者が増加していることから、近年の伸び率を基本に見込量を設定し

ました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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イ、重度訪問介護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数４５人、利用時間２２，２２１時間 

令和７（2025）年度、利用者数５３人、利用時間２５，６０９時間 

令和８（2026）年度、利用者数６２人、利用時間２９，５１４時間 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用時間：ツキ平均利用延べ時間（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用時間） 

 

見込量の設定の考え方 

重度訪問介護は、在宅の重度の障害のある人の生活を支えるサービスとして

のニーズが高く、利用者が増加していることから、近年の伸び率を基本に見込

量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ウ、同行援護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２８７人、利用時間４，２２７時間 

令和７（2025）年度、利用者数２９３人、利用時間４，３８２時間 

令和８（2026）年度、利用人数３００人、利用時間４，５４２時間 
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※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用時間：ツキ平均利用延べ時間（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用時間） 

 

見込量の設定の考え方 

同行援護は、視覚障害のある人が外出する際の支援を行うサービスとしての

ニーズが高く、利用者も増加傾向にあることから、近年の伸び率を基本に見込

量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

エ、行動援護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数５人、利用時間７３時間 

令和７（2025）年度、利用者数５人、利用時間７５時間 

令和８（2026）年度、利用者数５人、利用時間７７時間 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用時間：ツキ平均利用延べ時間（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用時間） 
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見込量の設定の考え方 

行動援護は、行動上著しい困難を有する障害のある人の生活を支えるサービ

スとしてのニーズが一定程度あることから、今後も一定の利用水準を保つもの

として見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供、開設やサービスの質の向上に向けた支援

等を行うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

オ、重度障害者等包括支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数０人、利用日数０ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数０人、利用日数０ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数１人、利用日数３０ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用単位：ツキ平均利用延べ単位（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用単位） 

 

見込量の設定の考え方 

重度障害者等包括支援は、市内にサービス提供事業所はなく、新たに事業所

の開設を見込むことが困難な状況ですが、一定程度のニーズはあるものと考え

られることから、見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

新たにサービス提供を検討している事業者への情報提供、解説やサービスの

質の確保に向けた支援等を行うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提

供を図ります。 

 

②、日中活動系サービス 

ア、生活介護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２，９９３人、利用日数６２，９８０ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３，００８人、利用日数６４，０２１ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３，０２４人、利用日数６５，０８０ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

日中活動を支えるサービスである生活介護は、着実に利用が増加していま

す。 

また、ニーズ把握調査では、今後も一定の利用が見込まれていることから、

近年の伸び率を基本として、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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イ、自立訓練（機能訓練） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用日数８人、利用日数１５３ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数９人、利用日数１５７ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数９人、利用日数１６０ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

市内にサービス提供事業所はありませんが、利用者数、利用日数ともに概ね

一定程度の水準で推移しており、今後も一定の利用があるものと考えられるこ

とから、北九州市の実情を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ウ、自立訓練（生活訓練）・・・宿泊型自立訓練含む 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１９７人、利用日数３，５５１ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数１９９人、利用日数３，５９０ニン日 

令和８（2026）年度、利用人数２０２人、利用日数３，６２９ニン日 
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※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用日数は概ね一定程度の水準で推移しており、市内のサービス提供事業所

の増加状況及び地域移行の促進を踏まえ、今後も一定の利用があるものと考え

られることから、直近の利用者の増加状況を踏まえて、見込量を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

エ、就労選択支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数空白、利用日数空白 

令和７（2025）年度、利用者数１９３人、利用日数２，７０２ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３８６人、利用日数５，４０４ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 
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見込量の設定の考え方 

令和７（2025）年１０月に創設が予定されている新たなサービスであり、サ

ービス提供事業者の開設及び利用の開始等に時間を要すると考えられることか

ら、制度開始直後は少なく、その後は、増加していくものとして利用者数等の

見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

新たにサービス提供を検討している事業所への情報提供、開設やサービスの

質の向上に向けた支援等を行うこと、また、利用希望者への周知を行うこと

で、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

オ、就労移行支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数３７２人、利用日数６，８９２ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３７３人、利用日数６，９８５ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３７５人、利用日数７，０７９ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

今後も一定の利用ニーズがあるものと考えられることから、近年の利用状 

況を基本として見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

カ、就労継続支援（Ａ型） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１，２０９人、利用日数２６，４０１ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数１，２５０人、利用日数２７，７０２ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数１，２９３人、利用日数２９，０６８ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数は増加傾向にあり、利用ニーズも高いと考えられることから、近年

の伸び率を基本として見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

キ、就労継続支援（Ｂ型） 

事業量の見込み 

見込む単位等 
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令和６（2024）年度、利用者数３，４６１人、利用日数６４，４０８ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３，６９６人、利用日数６９，８４４ニン日 

令和８（2026）年度、利用人数３，９４７人、利用日数７５，７３８ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

市内のサービス提供事業所数、利用者数ともに増加しており、利用ニーズも

たかいと考えられることから、近年の伸び率を基本として見込量を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ク、就労定着支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、１７４人 

令和７（2025）年度、１８９人 

令和８（2026）年度、２０５人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 
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見込量の設定の考え方 

成果目標として設定した令和８（2026）年度末の就労定着支援の利用者数を

踏まえて見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ケ、療養介護 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、３０５人 

令和７（2025）年度、３０７人 

令和８（2026）年度、３０９人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

今後も一定の利用のニーズはあるものと考えられることから、直近の増加状

況を踏まえて見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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コ、福祉型短期入所 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数３９２人、利用日数２，８２４ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３９６人、利用日数２，８９１ニン日 

令和８（2026）年度、利用人数４００人、利用日数２，９５９ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数、利用日数ともに概ね一定程度の水準で推移していることを踏ま

え、近年の伸び率を基本として見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

サ、医療型短期入所 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数７２人、利用日数３６７ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数７３人、利用日数３６７ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数７４人、利用日数３６８ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 
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※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数及び事業所数とも一定の利用水準で推移しており、今後も利用ニー

ズはあると考えられるため、近年の伸び率を基本として見込量を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

新たにサービス提供を検討している事業者への情報提供、開設に向けた支援

やサービスの質の確保に向けた支援等を行うことで、見込量の確保及び良質な

サービスの提供を図ります。 

 

③、自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

ア、自立生活援助 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１人 

令和７（2025）年度、利用者数２人 

令和８（2026）年度、利用者数２人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

地域生活への移行促進を進めていることを踏まえ、直近の利用状況から見込

量を設定しました。 
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２００ページ 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

新たにサービス提供を検討している事業者への情報提供、開設やサービスの

質の確保に向けた支援等を行うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提

供を図ります。 

 

イ、共同生活援助（グループホーム） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１，８６４人 

令和７（2025）年度、利用者数１，９９７人 

令和８（2026）年度、利用者数２，１４０人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数及び市内のサービス提供事業所数が増加していること、また、地域

生活への移行促進を進めていることを踏まえ、近年の伸び率を基本として見込

量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ウ、施設入所支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 
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令和６（2024）年度、利用者数１，２７９人 

令和７（2025）年度、利用者数１，２６３人 

令和８（2026）年度、利用者数１，２４７人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

成果目標として設定した令和８（2026）年度末の施設入所者数を踏まえて見

込量を設定しました。 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

④、相談支援 

ア、計画相談支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１０，４００人 

令和７（2025）年度、利用者数１０，７５０人 

令和８（2026）年度、利用者数１１，１００人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

計画相談支援の利用者数は、引き続き増加傾向にあり、今後も増加が見込ま

れることから、現状の増加傾向を勘案して見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

相談支援事業者や相談支援専門員への情報提供及び相談支援の質の向上に向

けた支援等を行うことにより、見込量の確保及び質の高い相談支援の提供を図

ります。 

 

イ、地域移行支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２５人 

令和７（2025）年度、利用者数２５人 

令和８（2026）年度、利用者数２５人 

※利用者数：ツキ利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去３年間の実績の推移を勘案し見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神科病院において精神障害のある人を支える医療従事者（精神保健福祉

士、看護士、作業療法士等）や、その他司法関係施設の職員等に対して当該サ

ービスの仕組みを周知・広報することにより、見込量の確保を図ります。 

 

ウ、地域定着支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 
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令和６（2024）年度、利用者数５０人 

令和７（2025）年度、利用者数５３人 

令和８（2026）年度、利用者数５５人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去３年間の実績の推移を勘案し見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

当該サービスを実施したことのない指定一般相談支援事業者等を対象に含む

研修会等を開催して、サービスの普及を図ることにより、見込量の確保を図り

ます。 

 

（２）、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

ア、保健、医療及び福祉関係者による協議のバ 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、開催回数２回、関係者の参加者数３２人、目標設定・評

価の実施回数２回 

令和７（2025）年度、開催回数２回、関係者の参加者数３２人、目標設定・評

価の実施回数２回 

令和８（2026）年度、開催回数２回、関係者の参加者数３２人、目標設定・評

価の実施回数２回 

※開催回数：年間開催回数（年あたりの回数） 
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見込量の設定の考え方 

現行の北九州市精神保健福祉審議会の開催回数及び参加人数（委員数１６

名）を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

北九州市精神保健福祉審議会において目標設定及び評価を行い、保健・医

療・福祉の重層的な連携による支援体制を構築します。 

 

イ、精神障害のある人の地域移行支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２２人 

令和７（2025）年度、利用者数２２人 

令和８（2026）年度、利用者数２２人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

近年の推移から見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神障害のある人に対する地域移行支援のサービスの流れを周知普及するこ

とにより見込量の確保を図ります。 

 

ウ、精神障害のある人の地域定着支援 

事業量の見込み 
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見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２６人 

令和７（2025）年度、利用者数２８人 

令和８（2026）年度、利用者数２９人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

近年の推移から見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神障害のある人の地域定着支援の情報を関係者と共有し、支援の普及を図

ります。 

 

エ、精神障害のある人の共同生活援助 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数８４６人 

令和７（2025）年度、利用者数９０６人 

令和８（2026）年度、利用者数９７１人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

近年の推移から見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神障害のある人の共同生活援助の情報を関係者と共有し、支援の普及を図

ります。 

 

オ、精神障害のある人の自立生活援助 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数０人 

令和７（2025）年度、利用者数１人 

令和８（2026）年度、利用者数１人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

今後の事業所増設を見込んで、活動指標を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

他市町村の精神障害のある人の自立生活援助の事例を関係者と共有し、精神

障害のある人の自立生活援助ができる事業所が設立されるよう援助します。 

 

カ、精神障害のある人の自立訓練（生活訓練） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１８５人 

令和７（2025）年度、利用者数１８７人 

令和８（2026）年度、利用者数１９０人 
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※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

近年の推移から見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神障害のある人の自立訓練（生活訓練）の情報を関係者と共有し、支援の

普及を図ります。 

 

（３）、地域生活支援の充実 

ア、地域生活支援拠点等の設置 

事業量の見込み 

見込む単位等、設置数 

令和６（2024）年度、「相談」、「緊急時の受入れ・対応」、「体験の機会・

バ」の機能ごとに１箇所以上 

令和７（2025）年度、「相談」、「緊急時の受入れ・対応」、「体験の機会・

バ」の機能ごとに１箇所以上 

令和８（2026）年度、「相談」、「緊急時の受入れ・対応」、「体験の機会・

バ」の機能ごとに１箇所以上 

 

見込量の設定の考え方 

令和２（2020）年度に、複数の居住支援のための機能（社会資源）を一体的

に運用する「面的整備」の手法で整備した地域生活支援拠点等（緊急時の受入

れ・対応）の体制を維持するとともに、北九州市障害者自立支援協議会におけ

る検討も踏まえ、他の機能の整備について見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、関係機関の連携

を密にしながら、支援者の協力体制を確保していきます。 

 

イ、地域生活支援拠点等の機能充実を推進するコーディネーター設置 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、配置人数１人 

令和７（2025）年度、配置人数１人 

令和８（2026）年度、配置人数１人 

 

見込量の設定の考え方 

地域生活支援拠点等の機能充実や地域の支援体制づくりのために基幹相談支

援センターに配置しているコーディネーターの人数を見込量として設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、関係機関の連携

を密にしながら、支援者の協力体制を確保していきます。 

 

ウ、地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検討の実施回数 

事業量の見込み 
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見込む単位等 

令和６（2024）年度、実施回数３回 

令和７（2025）年度、実施回数３回 

令和８（2026）年度、実施回数３回 

 

見込量の設定の考え方 

北九州市障害者自立支援協議会において実施する地域生活支援拠点等推進会

議の開催回数を見込みました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

地域生活支援拠点等推進会議において、拠点等の運営に関する課題や地域の

ニーズについて継続的に検証・検討を行うことで、機能の充実・強化を図りま

す。 

 

（４）、福祉施設から一般就労への移行等 

ア、就労移行支援、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数３７２人、利用日数６，８９２ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３７３人、利用日数６，９８５ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３７５人、利用日数７，０７９ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 
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見込量の設定の考え方 

今後も一定の利用ニーズがあるものと考えられることから、近年の利用状況

を基本として見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

イ、就労継続支援（Ａ型）、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１，２０９人、利用日数２６，４０１ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数１，２５０人、利用日数２７，７０２ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数１，２９３人、利用日数２９，６０８ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数は増加傾向にあり、利用ニーズも高いと考えられることから、近年

の伸び率を基本として見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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ウ、就労継続支援（Ｂ型）、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数３，４６１人、利用日数６４，４０８ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３，６９６人、利用日数６９，８４４ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３，９４７人、利用日数７５，７３８ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

市内のサービス提供事業所数、利用者数ともに増加しており、利用ニーズも

高いと考えられることから、近年の伸び率を基本として見込量を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

エ、就労定着支援、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１７４人 

令和７（2025）年度、利用者数１８９人 

令和８（2026）年度、利用者数２０５人 
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※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

成果目標として設定した令和８（2026）年度末の就労定着支援の利用者数を

踏まえて見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

オ、生活介護、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２，９９３人、利用日数６２，９８０ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数３，００８人、利用日数６４，０２１ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３，０２４人、利用日数６５，０８０ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

日中活動を支えるサービスである生活介護は、着実に利用が増加していま

す。 

また、ニーズ把握調査では、今後も一定の利用が見込まれていることから、

近年の伸び率を基本として、見込量を設定しました。 

 

 

 



２１３ 

 

２１３ページ 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

カ、自立訓練（機能訓練） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数８人、利用日数１５３ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数９人、利用日数１５７ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数９人、利用日数１６０ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

市内にサービス提供事業所はありませんが、利用者数、利用日数ともに概ね

一定程度の水準で推移しており、今後も一定の利用があるものと考えられるこ

とから、北九州市の実情を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

キ、自立訓練（生活訓練）・・・宿泊型自立訓練含む、【再掲】 

事業量の見込み 
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見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１９７人、利用日数３，５５１ニン日 

令和７（2025）年度、利用者数１９９人、利用日数３，５９０ニン日 

令和８（2026）年度、利用人数２０２人、利用日数３，６２９ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用日数は概ね一定程度の水準で推移しており、市内のサービス提供事業所

の増加状況及び地域移行の促進を踏まえ、今後も一定の利用があるものと考え

られることから、直近の利用者の増加状況を踏まえて、見込量を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ク、就労選択支援、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数、空白、利用日数、空白 

令和７（2025）年度、利用日数１９３人、利用日数２，７０２ニン日 

令和８（2026）年度、利用者数３８６人、利用日数５，４０４ニン日 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 
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※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

令和７（2025）年１０月に創設が予定されている新たなサービスであり、サ

ービス提供事業者の開設及び利用の開始等に時間を要すると考えられることか

ら、制度開始直後は少なく、その後は、増加していくものとして利用者数等の

見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

新たにサービス提供を検討している事業所への情報提供、開設やサービスの

質の向上に向けた支援等を行うこと、また、利用希望者への周知を行うこと

で、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ケ、就労定着実績体制加算の支給決定数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、支給決定数２事業所 

令和７（2025）年度、支給決定数３事業所 

令和８（2026）年度、支給決定数４事業所 

※支給決定数：支給決定事業所数（年あたりの事業所数） 

 

見込量の設定の考え方 

国の目標値（２割５分以上）となる事業所数を令和８（2026）年度の目標と

しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

就労定着支援事業所に対し、就労定着実績体制加算について、積極的な周知

を図ります。 

 

（５）、障害のある子どもに対する支援の提供体制の整備等 

ア、児童発達支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数１，２０５人、利用日数１４，１５４ニン日 

令和７（2025）年度、利用児童数１，３５８人、利用日数１５，６５０ニン日 

令和８（2026）年度、利用児童数１，５２９人、利用日数１７，３０５ニン日 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数、利用日数とも大幅に増加しており、利用ニーズも高く、引き続き

事業所の開設も見込まれることから、近年の伸び率を基本に見込量を設定しま

した。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 
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イ、放課後等デイサービス 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数３，２６６人、利用日数５０，０４１ニン日 

令和７（2025）年度、利用児童数３，７００人、利用日数５６，５４９ニン日 

令和８（2026）年度、利用児童数４，１９２人、利用日数６３，９０２ニン日 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数、利用日数とも大幅に増加しており、利用ニーズも高く、引き続き

事業所の開設も見込まれることから、近年の伸び率を基本に見込量を設定しま

した。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ウ、保育所等訪問支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数１０５人、利用日数１２１ニン日 

令和７（2025）年度、利用児童数１１６人、利用日数１３２ニン日 

令和８（2026）年度、利用児童数１２８人、利用日数１４３ニン日 
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※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用者数、利用日数ともに増加傾向にあることから、近年の利用者数の増加

状況を踏まえ、近年の伸び率を基本に見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

エ、居宅訪問型児童発達支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数９人、利用日数１７ニン日 

令和７（2025）年度、利用児童数１０人、利用日数１８ニン日 

令和８（2026）年度、利用児童数１２人、利用日数２０ニン日 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

※利用日数：ツキ平均利用延べ日数（ツキ平均利用人数カケル一人当たりのツ

キ平均利用日数） 

 

見込量の設定の考え方 

外出することが著しく困難な障害のある子どもの居宅を訪問して発達支援を

行うサービスのニーズが一定程度あることを踏まえて、 
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直近の利用者の増加状況を基に見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

オ、福祉型障害児入所支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数５７人 

令和７（2025）年度、利用児童数５７人 

令和８（2026）年度、利用児童数５７人 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

利用状況は概ね一定の水準で推移していると考えられることから、今後も現

在のサービス提供量が継続するものとして見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

カ、医療型障害児入所支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 
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令和６（2024）年度、利用児童数３３人 

令和７（2025）年度、利用児童数３５人 

令和８（2026）年度、利用児童数３７人 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

医療的ケアが必要な子どもの増加等により、少しずつ利用者数が増加してい

ることから、近年の増加状況を踏まえて見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの質の向上に向けた支援等を行

うことで、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

キ、障害児相談支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用児童数４，２００人 

令和７（2025）年度、利用児童数４，７００人 

令和８（2026）年度、利用児童数５，２００人 

※利用児童数：ツキ平均利用児童数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

障害児相談支援の利用者数は、引き続き増加傾向にあり、今後も増加が見込

まれることから、現状の増加傾向を勘案して見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

相談支援事業者や相談支援専門員への情報提供や相談支援の質の向上に向け

た支援等を行うことにより、見込量の確保及び質の高い相談支援の提供を図り

ます。 

 

ク、医療的ケアが必要な子どもに対する関連分野の支援を調整するコーディネー

ター 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、配置人数１人 

令和７（2025）年度、配置人数１人 

令和８（2026）年度、配置人数１人 

※配置人数：コーディネーター配置人数（年あたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

地域における医療的ケアが必要な子どものニーズ等を踏まえて、引き続き医

療的ケア児コーディネーターを配置します。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

医ケア児協議会を通じて、医療的ケアが必要な子どもの心身の状況や介護者

の状況に応じた適切な保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援が受けられ

るように関係機関との連携を図ります。 

 

（６）、相談支援体制の充実・強化等 

①、基幹相談支援センターの設置 
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事業量の見込み 

見込む単位等、設置の有無 

令和６（2024）年度、アリ 

令和７（2025）年度、アリ 

令和８（2026）年度、アリ 

 

見込量の設定の考え方 

現在設置している障害者基幹相談支援センターを、総合的な相談支援、地域

の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化等を通じた地域づくりの

役割を担うものとして設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害者基幹相談支援センターにおいて、虐待防止センターや居住サポート事

業等を併せて実施するなど、総合的な相談支援や地域の相談支援体制の強化、

関係機関等の連携の緊密化等を図ります。 

 

② 、基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化 

ア、地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な指導・助言件数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、指導・助言件数１７件 

令和７（2025）年度、指導・助言件数１９件 

令和８（2026）年度、指導・助言件数２０件 
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見込量の設定の考え方 

障害者基幹相談支援センターが指定相談支援事業所を支援・協働しているケ

ース件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害者基幹相談支援センターが、地域の相談支援事業者の求めに応じて、協

働して困難な事例に当たるなど、訪問等により助言等を行うことにより、地域

の相談支援体制の強化を図ります。 

 

イ、地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、支援件数４０件 

令和７（2025）年度、支援件数４０件 

令和８（2026）年度、支援件数４０件 

 

見込量の設定の考え方 

相談支援従事者初任者研修の参加者数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

令和２（2020）年度から障害者基幹相談支援センターが相談支援従事者初任

者研修のうち地域実習を行うことにより、地域の相談支援体制の強化を図りま

す。 
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ウ、地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、実施回数６回 

令和７（2025）年度、実施回数６回 

令和８（2026）年度、実施回数６回 

 

見込量の設定の考え方 

地域の相談機関等との連携につながる会議や研修会等の開催回数を踏まえ

て、見込量を設定しました。 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害者相談支援における課題や情報を共有・検討する会議や研修会の開催を

通して、障害者基幹相談支援センターを含めた委託相談支援機関や指定相談支

援事業所、区保健福祉課等の相談機関の連携強化を図ります。 

 

エ、個別事例の支援内容の検証の実施回数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、実施回数６回 

令和７（2025）年度、実施回数６回 

令和８（2026）年度、実施回数６回 

 

見込量の設定の考え方 

個別事例の検証につながる会議や研修会等の開催回数を踏まえて、見込量を

設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害者相談支援における課題や情報を共有・検討する会議や研修会の開催を

通して、個別事例の支援内容の検証を行います。 

 

オ、基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、配置人数３人 

令和７（2025）年度、配置人数３人 

令和８（2026）年度、配置人数３人 

※配置人数：主任相談支援専門員配置人数（年あたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

障害者基幹相談支援センターにおける現在の主任相談支援専門員配置数を踏

まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

主任相談支援専門員養成研修への積極的な受講を通じて、障害者基幹相談支

援センターにおける主任相談支援専門員の配置数の確保を図ります。 

 

③ 、協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービス基盤の開発・改善 

ア、協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数及び参加事業

者・機関数 

事業量の見込み 
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見込む単位等 

令和６（2024）年度、実施回数６回、参加事業者数３５事業者 

令和７（2025）年度、実施回数６回、参加事業者数３５事業者 

令和８（2026）年度、実施回数６回、参加事業者数３５事業者 

 

見込量の設定の考え方 

個別事例の検証につながる会議や研修会等の開催回数及び参加事業者数等を

踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

個別事例の検証につながる会議や研修会等を通じて、協議会における個別事

例の検討を通じた地域のサービス基盤の開発・改善を図ります。 

 

イ、協議会の専門部会の設置数及び実施回数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、設置数３部会、実施回数９回 

令和７（2025）年度、設置数３部会、実施回数９回 

令和８（2026）年度、設置数３部会、実施回数９回 

 

見込量の設定の考え方 

北九州市障害者自立支援協議会における専門部会の設置数及び実施回数を踏

まえて、見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

北九州市障害者自立支援協議会において、個別事例の検討等を通じて課題を

把握し、専門部会等で協議等を行うことにより、サービス基盤の開発や改善を

図ります。 

 

④ 、相談支援 

ア、計画相談支援、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数１０，４００人 

令和７（2025）年度、利用者数１０，７５０人 

令和８（2026）年度、利用者数１１，１００人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

計画相談支援の利用者数は、引き続き増加傾向にあり、今後も増加が見込ま

れることから、現状の増加傾向を勘案して見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

相談支援事業者や相談支援専門員への情報提供及び相談支援の質の向上に向

けた支援等を行うことにより、見込量の確保及び質の高い相談支援の提供を図

ります。 

 

イ、地域移行支援、【再掲】 

事業量の見込み 
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２２８ページ 

 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数２５人 

令和７（2025）年度、利用者数２５人 

令和８（2026）年度、利用者数２５人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去３年間の実績の推移を勘案し見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

精神科病院において精神障害のある人を支える医療従事者（精神保健福祉

士、看護士、作業療法士等）や、その他司法関係施設の職員等に対して当該サ

ービスの仕組みを周知・広報することにより、見込量の確保を図ります。 

 

ウ、地域定着支援、【再掲】 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、利用者数５０人 

令和７（2025）年度、利用者数５３人 

令和８（2026）年度、利用者数５５人 

※利用者数：ツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去３年間の実績の推移を勘案し見込量を設定しました。 
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実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

当該サービスを実施したことのない指定一般相談支援事業者等を対象に含む

研修会等を開催して、サービスの普及を図ることにより、見込量の確保を図り

ます。 

 

（７）、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

ア、障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、福祉事務所職員の研修受講割合１００％ 

令和７（2025）年度、福祉事務所職員の研修受講割合１００％ 

令和８（2026）年度、福祉事務所職員の研修受講割合１００％ 

 

見込量の設定の考え方 

福祉事務所において障害福祉サービス関連業務に携わる全ての職員が障害者

総合支援法に係る具体的な内容を理解することを基本として指標を設定しまし

た。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

障害福祉サービス等に係る研修を開催し、福祉事務所と連携して関連業務に

携わる職員の受講を促します。 

 

イ、障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果及び指導監査結果の関係

自治体との共有 

事業量の見込み 
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見込む単位等 

令和６（2024）年度、審査・監査結果の共有回数２回 

令和７（2025）年度、審査・監査結果の共有回数２回 

令和８（2026）年度、審査・監査結果の共有回数２回 

 

見込量の設定の考え方 

県内の指定権者（福岡県・北九州市・福岡市・久留米市）が行う実地指導の

実績を基に、関係課長会議及び障害福祉サービス事業者等指定指導担当者連絡

協議会を実施します。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

上記会議を開催し、審査結果及び指導監査結果を関係自治体間で共有するこ

とにより、障害福祉サービスの質の向上及び給付の適正化を図ります。 

その上で、事業者に対して、丁寧かつ適切な指導及び助言を行います。 

 

（８）、発達障害のある人等に対する支援の充実・強化 

ア、発達障害者支援地域協議会の開催 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、開催回数２回 

令和７（2025）年度、開催回数２回 

令和８（2026）年度、開催回数２回 

※開催回数：年間開催回数（年あたりの回数） 
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見込量の設定の考え方 

過去の開催回数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

発達障害のある人や発達障害のある子どもの支援に関わる機関やサービス事

業者等が定期的に課題を共有し、連携緊密化を図る場とすることで、切れ目の

ない支援体制の構築を図ります。 

 

イ、発達障害者支援センターによる相談支援 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、相談件数３，７００件 

令和７（2025）年度、相談件数３，７００件 

令和８（2026）年度、相談件数３，７００件 

※相談件数：年間相談件数（年あたりの件数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去の相談件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

発達障害者支援センターについて市民への周知を図るとともに、北九州市立

総合療育センター及び特別支援教育相談センター等、関係機関との連携強化に

取り組むことで、見込量の確保及び質の高い相談支援の提供を図ります。 
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ウ、発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への

助言 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、助言件数３０件 

令和７（2025）年度、助言件数３０件 

令和８（2026）年度、助言件数３０件 

※助言件数：助言を実施した件数（年あたりの回数） 

 

見込量の設定の考え方 

過去の助言件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

発達障害のある人や発達障害のある子どもに対する支援に携わる関係機関に

対し、対処方法に関する助言・指導、事例検討等を通して支援を行います。 

 

エ、発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地

域住民への研修、啓発 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、研修、啓発件数３２件 

令和７（2025）年度、研修、啓発件数３２件 

令和８（2026）年度、研修、啓発件数３２件 

※研修啓発件数：研修や啓発を実施した件数（年あたりの回数） 
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見込量の設定の考え方 

過去の研修等件数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

行政機関の職員を始め、商業施設の従業員、警察官等、発達障害の特性を理

解した適切な対応を知っておくべき職業の人々を対象とした研修を実施すると

ともに、イベントやシンポジウムの開催等をとおして発達障害への理解促進に

取り組みます。 

 

オ、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受

講者数（保護者）及び実施者数（支援者） 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、受講者数１１人、実施者数５人 

令和７（2025）年度、受講者数１１人、実施者数５人 

令和８（2026）年度、受講者数１１人、実施者数５人 

 

見込量の設定の考え方 

過去の受講者数を踏まえて、見込量を設定しました。 

 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

保護者向けの支援プログラムを継続し、日常の生活における子育ての困りご

とを解消できるよう支援します。 
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カ、ペアレントメンターの人数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、人数１８人 

令和７（2025）年度、人数１８人 

令和８（2026）年度、人数１８人 

 

見込量の設定の考え方 

現在の人数に加え、過去の育成実績を踏まえて見込量を設定しました。 

 実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

ペアレントメンター養成講座を行い、新規登録者の確保育成に努めていきま

す。 

 

キ、ピアサポートの活動への参加人数 

事業量の見込み 

見込む単位等 

令和６（2024）年度、人数４０人 

令和７（2025）年度、人数４０人 

令和８（2026）年度、人数４０人 

 

見込量の設定の考え方 

中学生、高校生、専門学校生、大学生、成人期等の当事者向けグループワー

クや研修会の参加者数を踏まえて見込量を設定しました。 

実施に関する考え方及び見込量確保のための方策 

グループワークや研修会など、当事者の小グループによる活動を通してピア

サポートの機会が広がるよう努めていきます。 
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３、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

北九州市では、全ての市町村が実施することとなっている「必須事業」を中心

に、以下の事業を実施しています。 

計画では、市が実施する地域生活支援事業について、事業量の見込み及び各年

度の見込量確保のための方策を定めます。 

 

（１）、北九州市が実施する事業の内容 

ア、必須事業 

（ア）、理解促進研修・啓発事業 

（イ）、自発的活動支援事業 

ａ、ピアカウンセリング事業・地域精神保健福祉対策 

ｂ、パソコンサポーター養成・派遣事業 

ｃ、本人活動支援事業 

（ウ）、相談支援事業・専門性の高い相談支援事業 

ａ、相談支援事業 

ｂ、専門性の高い相談支援事業 

（エ）、成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

（オ）、意思疎通支援事業 

ａ、意思疎通支援を行う者の派遣事業 

ｂ、専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

（カ）、日常生活用具給付等事業 

（キ）、奉仕員養成研修事業 

ａ、手話奉仕員養成研修事業 

ｂ、専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

（ク）、移動支援事業 
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（ケ）、地域活動支援センター機能強化事業 

（コ）、広域的な支援事業 

イ、任意事業 

（ア）、日常生活支援事業 

ａ、福祉ホーム 

ｂ、生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練 

ｃ、訪問入浴サービス 

ｄ、日中一時支援事業 

（イ）、社会参加支援事業 

ａ、障害者スポーツ大会・障害者スポーツ教室 

ｂ、点字・声の広報等発行事業・点訳奉仕員養成事業・音訳奉仕員養成事

業 

ｃ、芸術文化活動振興 

 

（２）、各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量の

見込み、各年度の見込量の確保のための方策 

 

ア、必須事業 

（ア）、理解促進研修・啓発事業 

障害者差別解消・共生社会推進事業 

事業量の見込み 

障害者差別解消・共生社会推進事業 

令和６（2024）年度、事業の実施、アリ 

令和７（2025）年度、事業の実施、アリ 

令和８（2026）年度、事業の実施、アリ 
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事業実施の考え方 

障害者差別解消法及び北九州市の障害者差別解消条例に基づき、障害者

団体と協働して、事業者や市民の障害及び障害のある人に対する理解を深

める取組を促進します。 

 

事業の見込量確保のための方策 

今後、障害者差別解消法・条例を市民や事業者へイベントや研修・講演

会などを通じて、継続的に積極的な周知啓発を図ります。 

 

（イ）、自発的活動支援事業 

ａ、ピアカウンセリング事業・地域精神保健福祉対策 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、ピアカウンセリング事業、箇所数６箇所、地域精

神保健福祉対策（ピアサポート事業）、活動件数６件 

令和７（2025）年度、ピアカウンセリング事業、箇所数６箇所、地域精

神保健福祉対策（ピアサポート事業）、活動件数６件 

令和８（2026）年度、ピアカウンセリング事業、箇所数６箇所、地域精

神保健福祉対策（ピアサポート事業）、活動件数６件 

 

事業実施の考え方 

ピアカウンセリング事業について、障害のある人のピアサポート活動

を引き続き支援します。 

ピアサポート活動の見込量については、近年の推移から見込量を設定

しました。 
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事業の見込量確保のための方策 

ピアカウンセリング事業については、近年の実績を基本とした箇所数

を設定することで、十分な活動量を確保します。 

ピアサポート事業について、ピアサポート活動の場を増やすために、

引き続き関係各所に情報提供を行います。 

 

ｂ、パソコンサポーター養成・派遣事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、パソコンサポーター養成・派遣事業、養成人数８

人 

令和７（2025）年度、パソコンサポーター養成・派遣事業、養成人数８

人 

令和８（2026）年度、パソコンサポーター養成・派遣事業、養成人数８

人 

※養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（年あたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

パソコンやその周辺機器の使用に関する支援方法の講座などを開催

し、パソコンサポーターを養成し、障害のある人へサポーターを派遣す

ることで、障害のある人の社会参加を図ります。見込量については、近

年の養成実績を踏まえて設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

本業務の委託先が有する障害当事者、障害者団体とのネットワークを

活用して、その役割を広くＰＲし、見込量の確保を図ります。 
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ｃ、本人活動支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、本人活動支援事業（ボランティア活動参加促

進）、活動回数７４回 

令和７（2025）年度、本人活動支援事業（ボランティア活動参加促進） 

活動回数７４回 

令和８（2026）年度、本人活動支援事業（ボランティア活動参加促進） 

活動回数７４回 

※活動回数：活動を実施した回数（年あたりの回数） 

 

事業実施の考え方 

街のバリアフリー点検や啓発事業に障害のある人自身が参加する機会

を提供し、社会参加を促していきます。 

見込量については、近年の実績を基本として設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

事業の周知を図り、新たな障害のある人のボランティア活動の場を確

保します。 

 

（ウ）、相談支援事業・専門性の高い相談支援事業 

ａ、相談支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、障害者相談支援事業（障害者基幹相談支援センタ

ー）、箇所数１箇所、基幹相談支援センター等機能強化事業、事業の実

施アリ、住宅入居等支援事業（居住サポート事業）、事業の実施アリ 
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令和７（2025）年度、障害者相談支援事業（障害者基幹相談支援センタ

ー）箇所数１箇所、基幹相談支援センター等機能強化事業、事業の実施

アリ、住宅入居等支援事業（居住サポート事業）、事業の実施アリ 

令和８（2026）年度、障害者相談支援事業（障害者基幹相談支援センタ

ー）、箇所数１箇所、基幹相談支援センター等機能強化事業、事業の実

施アリ、住宅入居等支援事業（居住サポート事業）、事業の実施アリ 

※箇所数：障害者基幹相談支援センター施設数（箇所） 

 

事業実施の考え方 

障害者基幹相談支援センターにおいて、虐待防止センターや居住サポ

ート事業等を併せて実施するなど、総合的・専門的な相談支援を行い、

障害のある人への直接支援に加え、他の相談支援事業所への専門的な助

言指導を行うことで地域の相談支援体制強化の取組を進めます。 

 

事業の見込量確保のための方策 

訪問支援（アウトリーチ）を含む相談支援、障害のある人に対する虐

待への対応、相談支援専門員が抱える困難事案への協働支援、関係機関

と連携した支援の実施等を通じて、相談支援の質の向上を図ります。 

 

ｂ、専門性の高い相談支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、発達障害者支援センター運営事業、利用者数７８

１人 

令和７（2025）年度、発達障害者支援センター運営事業、利用者数７８

１人 
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令和８（2026）年度、発達障害者支援センター運営事業、利用者数７８

１人 

※利用者数：各年度の利用人数（年あたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

発達障害者支援センターによる相談支援、啓発・研修、機関支援の充

実を図るとともに、北九州市立総合療育センター等関係機関との連携強

化、ペアレントプログラム・ペアレントトレーニングの実施による保護

者支援等の取組を進めます。 

 

事業の見込量確保のための方策 

発達障害者支援センターについて市民への周知を図るとともに、北九

州市立総合療育センター及び特別支援教育相談センター等、関係機関と

の連携強化に取り組むことで、見込量の確保及び質の高い相談支援の提

供を図ります。 

 

（エ）、成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、成年後見制度利用支援事業、利用者数８人、成年

後見制度法人後見支援事業、事業の実施、アリ 

令和７（2025）年度、成年後見制度利用支援事業、利用者数８人、成年

後見制度法人後見支援事業、事業の実施、アリ 

令和８（2026）年度、成年後見制度利用支援事業、利用者数８人、成年

後見制度法人後見支援事業、事業の実施、アリ 
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※利用者数：各年度、新規で成年後見制度利用支援を利用した人数（年

あたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

成年後見制度については、現在の利用状況から利用支援が必要と見込

まれる件数を設定しました。また、法人後見の活動支援を継続し、成年

後見事業を適切に行うことが可能な体制の整備を進めます。 

 

事業の見込量確保のための方策 

成年後見制度を周知・広報するとともに、成年後見が必要とする人に

対して、制度利用することで、見込量の確保を図ります。 

 

（オ）、意思疎通支援事業 

事業量の見込み 

ａ、意思疎通支援を行う者の派遣事業 

令和６（2024）年度、手話通訳者派遣事業、派遣件数３，０１４

件、要約筆記者派遣事業、派遣件数８０件、重度障害者入院時コ

ミュニケーション支援事業、事業の実施、アリ 

令和７（2025）年度、手話通訳者派遣事業、派遣件数３，１６５

件、要約筆記者派遣事業、派遣件数８４件、重度障害者入院時コ

ミュニケーション支援事業、事業の実施、アリ 

令和８（2026）年度、手話通訳者派遣事業、派遣件数３，３２３

件、要約筆記者派遣事業、派遣件数８８件、重度障害者入院時コ

ミュニケーション支援事業、事業の実施、アリ 

※派遣件数：各年度の通訳者等派遣件数（年あたりの件数） 
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ｂ、専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

事業名、盲ろう者通訳・ガイドヘルパー派遣事業 

令和６（2024）年度、派遣件数３０４件 

令和７（2025）年度、派遣件数３１９件 

令和８（2026）年度、派遣件数３３５件 

 

事業実施の考え方 

手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業については、視覚・聴覚

に障害のある人の意思疎通を支援する通訳者等（手話通訳者、要約筆

記者）の派遣を行うことにより、意思伝達の手段を確保し、福祉の増

進及び社会参加の促進を図ります。 

重度障害者入院時コミュニケーション支援事業については、意思疎

通を図ることが困難な重度の障害のある人に対して、医療機関に入院

したときに、コミュニケーション支援員を介して円滑な医療行為を受

けることができるよう支援します。見込量については、事業のニーズ

を踏まえて設定しました。 

また、視覚・聴覚の重複障害のある人の意思疎通を支援する盲ろう

者通訳・ガイドヘルパーの派遣を行うことにより、意思伝達の手段を

確保し、福祉の増進及び社会参加の促進を図ります。見込量について

は、近年の派遣実績を基本とし、事業のニーズを踏まえて設定しまし

た。 

 

事業の見込量確保のための方策 

サービス提供事業者とサービスを必要とする障害のある人へ情報提

供を行い、利用者のニーズに沿った派遣を実施して、見込量の確保を

図ります。 
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（カ）、日常生活用具給付等事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、介護・訓練支援用具、給付件数１０９件、自立生活支

援用具、給付件数２２７件、在宅療養等支援用具、給付件数２６９件、情

報・意思疎通支援用具、給付件数２８６件、排泄管理支援用具、給付件数１

３，６８３件、居宅生活動作補助用具（住宅改修費）、利用件数１９件、合

計１４，５９３件 

令和７（2025）年度、介護・訓練支援用具、給付件数１１１件、自立生活支

援用具、給付件数２３２件、在宅療養等支援用具、給付件数２７４件、情

報・意思疎通支援用具、給付件数２９２件、排泄管理支援用具、給付件数１

３，９５７件、居宅生活動作補助用具（住宅改修費）、利用件数１９件、合

計１４，８８５件 

令和８（2026）年度、介護・訓練支援用具、給付件数１１３件、自立生活支

援用具、給付件数２３７件、在宅療養等支援用具、給付件数２７９件、情

報・意思疎通支援用具、給付件数２９８件、排泄管理支援用具、給付件数１

４，２３７件、居宅生活動作補助用具（住宅改修費）、利用件数１９件、合

計１５，１８３件 

※給付件数、利用件数：各年度の年間件数（年あたりの件数） 

 

事業実施の考え方 

日常生活用具の給付等については、在宅の障害のある人の日常生活がより

円滑に行われるための用具（日常生活用具）の給付を行うことで、日常生活

の便宜を図ります。 

近年、新たな技術の開発等により、障害のある人から品目等の追加希望が

増えているため、ニーズ等を把握し、 

 

 

 



２４５ 

 

２４５ページ 

 

より日常生活が便利となるように給付内容の充実に取り組んでいきます。 

見込量については、事業のニーズ及び近年の給付実績を踏まえて設定しま

した。 

 

事業の見込量確保のための方策 

対象品目や対象要件等の見直しを定期的に行い、良質なサービスの提供を

図ります。 

また、日常生活用具の給付等を必要とする障害のある人に対して、情報提

供のあり方を検討し、広く情報が周知されるように努めます。 

 

（キ）、奉仕員養成研修事業 

事業量の見込み 

ａ、手話奉仕員養成研修事業 

手話奉仕員養成研修事業、養成人数、令和６（2024）年度、８０人、令和

７（2025）年度、８０人、令和８（2026）年度、８０人 

 

ｂ、専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

令和６（2024）年度、手話通訳者養成事業、養成人数３７人、要約筆記者

養成事業、養成人数１０人、盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成事業、養

成人数（隔年実施）、空欄 

令和７（2025）年度、手話通訳者養成事業、養成人数３７人、要約筆記者

養成事業、養成人数１０人、盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成事業、養

成人数（隔年実施）１０人 

令和８（2026）年度、手話通訳者養成事業、養成人数３７人、要約筆記者

養成事業、養成人数１０人、盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成事業、養

成人数（隔年実施）、空欄 
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※養成人数：各年度の年間養成講座受講修了者数（年あたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

聴覚障害のある人等のコミュニケーションを援助する手話奉仕員、手話

通訳者、要約筆記者を養成し、聴覚障害のある人等の福祉の増進を図りま

す。 

また、一人で外出することが困難な盲ろう者が、社会参加等の外出の際

の移動及び意思疎通支援のために、盲ろう者通訳・ガイドヘルパーを育成

します。 

見込量については、近年の実績を基本として設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

聴覚障害者団体等と連携を図りながら、手話奉仕員、手話通訳者、要約

筆記者、盲ろう者通訳・ガイドヘルパーの役割を広くＰＲし、見込量の確

保を図ります。 

 

（ク）、移動支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、移動支援事業、利用者４２６人、利用時間６４，１

９４時間、重度障害者大学等進学支援事業、利用者数５人 

令和７（2025）年度、移動支援事業、利用者４２７人、利用時間６４，６

３４時間、重度障害者大学等進学支援事業、利用者５人 

令和８（2026）年度、移動支援事業、利用者４２８人、利用時間６５，０

７４時間、重度障害者大学等進学支援事業、利用者５人 

※利用時間：各年度の延べ利用時間（年あたりの時間数） 

※利用者数：各年度のツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 
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事業実施の考え方 

移動支援事業については、外出のための支援を行うことにより、地域で

の自立生活及び社会参加の促進を図ります。見込量については、事業のニ

ーズ及び近年の利用実績を踏まえて設定しました。 

重度障害者大学等進学支援事業については、大学等に通学している重度

障害のある人に、通学や学校内の活動において支援を提供することで、大

学等への進学支援を図ります。 

見込量については、事業のニーズ及び近年の給付実績を踏まえて設定し

ました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

移動支援事業については、サービス提供事業者への情報提供やサービス

の向上に向けた支援を行うことにより、見込量の確保及び良質なサービス

の提供を図ります。 

重度障害者大学等進学支援事業については、事業の対象となる大学等及

びサービスの提供を必要とする利用者に対して、情報提供のあり方を検討

し、広く情報が周知されるように努めます。 

 

（ケ）、地域活動支援センター機能強化事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、地域活動支援センター事業、箇所数９箇所 

令和７（2025）年度、地域活動支援センター事業、箇所数９箇所 

令和８（2026）年度、地域活動支援センター事業、箇所数９箇所 

※箇所数：各年度末の地域活動支援センター設置箇所数 
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事業実施の考え方 

障害のある人に対して、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との

交流の促進を実施する地域活動支援センターに助成等を行います。センタ

ー設置の見込量については、近年の利用状況と事業のニーズを踏まえて設

定しました。 

事業の見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの向上に向けた支援を行う

ことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

（コ）、広域的な支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、精神障害者地域生活支援広域調整等事業、ピアサ 

ポート従事者数１６人 

令和７（2025）年度、精神障害者地域生活支援広域調整等事業、ピアサポ

ート従事者数１８人 

令和８（2026）年度、精神障害者地域生活支援広域調整等事業、ピアサポ

ート従事者数１９人 

※ピアサポート従事者数：各年度に従事するピアサポートの人数（年あた

りの人数） 

 

事業実施の考え方 

過去の従事者数を踏まえて見込量を設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

関係者との意見交換や地域へのＰＲを通して、ピアサポーターの活動の

継続と活動の場を広げるよう努めていきます。 
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イ、任意事業 

（ア）、日常生活支援事業 

ａ、福祉ホーム 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、福祉ホーム、利用者数１２人 

令和７（2025）年度、福祉ホーム、利用者数１３人 

令和８（2026）年度、福祉ホーム、利用者数１４人 

※利用者数：各年度のツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

居宅その他の設備等、日常生活に必要な便宜の提供を行い、障害のあ

る人の地域生活を支援する福祉ホームに助成等を行います。 

見込量については、近年の利用状況と事業のニーズを踏まえて設定し

ました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの向上に向けた支援を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

ｂ、生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練、利用

者数９５０人 

令和７（2025）年度、生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練、利用

者数９５０人 
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令和８（2026）年度、生活訓練等・中途視覚障害者緊急生活訓練、利用

者数９５０人 

※利用者数：各年度の年平均利用人数（年あたりの人数） 

 

事業実施の考え方 

中途視覚障害者の自立や社会参加の促進を図るため、自立生活等に必

要な歩行訓練、日常生活動作訓練、コミュニケーション訓練等を実施し

ます。 

見込量については、近年の利用実績を踏まえて設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

第６期に引き続き、利用希望に沿えるよう事業の周知を図ります。ま

た、実施内容や方法についても適宜改善し見込量を確保します。 

 

ｃ、訪問入浴サービス 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、訪問入浴サービス、利用者数１９人、利用回数

１，１０７回 

令和７（2025）年度、訪問入浴サービス、利用者数１９人、利用回数

１，１０７回 

令和８（2026）年度、訪問入浴サービス、利用者数１９人、利用回数

１，１０７回 

※利用者数：各年度のツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用回数：各年度の延べ利用回数（年あたりの回数） 
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事業実施の考え方 

訪問入浴サービスについては、常時介護を要する重度のシンタイ障害

のある人に適切な入浴サービスを提供することにより、身体の清潔の保

持、心身機能の維持等を図ります。 

見込量については、事業のニーズ及び近年の利用実績を踏まえて設定

しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの向上に向けた支援を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

ｄ、日中一時支援事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、日中一時支援事業（日帰りショートステイ）、利

用者数１２７人、利用回数７，２８９回 

令和７（2025）年度、日中一時支援事業（日帰りショートステイ）、利

用者数１２９人、利用回数７，２９９回 

令和８（2026）年度、日中一時支援事業（日帰りショートステイ）、利

用者数１３１人、利用回数７，３０９回 

※利用者数：各年度のツキ平均利用人数（ツキあたりの人数） 

※利用回数：各年度の延べ利用回数（年あたりの回数） 
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事業実施の考え方 

日中一時支援事業については、障害のある人や子どもの日中における

活動の場を確保し、その家族の就労支援及び介護負担軽減を図ります。 

見込量については、事業のニーズ及び近年の利用実績を踏まえて設定

しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

サービス提供事業者への情報提供やサービスの向上に向けた支援を行

うことにより、見込量の確保及び良質なサービスの提供を図ります。 

 

（イ）、社会参加支援事業 

ａ、障害者スポーツ大会・障害者スポーツ教室 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、障害者スポーツ大会、参加者数２３０人、障害者

スポーツ教室、箇所数１９箇所 

令和７（2025）年度、障害者スポーツ大会、参加者数２４０人、障害者

スポーツ教室、箇所数２０箇所 

令和８（2026）年度、障害者スポーツ大会、参加者数２５０人、障害者

スポーツ教室、箇所数２１箇所 

※参加者数：北九州市障害者スポーツ大会参加人数（年あたりの人数） 

※箇所数：巡回スポーツ教室開催箇所数（年あたりの箇所数） 

 

事業実施の考え方 
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スポーツを通じて障害のある人の体力の維持・向上や機能回復等を図

り、明るい生活形成に寄与するとともに、社会参加の促進を図ります。 

見込量については、近年の参加実績、活動実績を基本として設定しま

した。 

 

事業の見込量確保のための方策 

市民周知や関係機関との連携強化により、障害者スポーツ大会の参加

者の増加や障害者スポーツ教室の実施箇所の増加を図ります。 

 

ｂ、点字・声の広報等発行事業・点訳奉仕員養成事業・音訳奉仕員養成事業 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、点字・声の広報等発行事業、発行回数２９回、点訳

奉仕員養成事業、養成人数１０人、音訳奉仕員養成事業、養成人数１０人 

令和７（2025）年度、点字・声の広報等発行事業、発行回数２９回、点訳

奉仕員養成事業、養成人数１０人、音訳奉仕員養成事業、養成人数１０人 

令和８（2026）年度、点字・声の広報等発行事業、発行回数２９回、点訳

奉仕員養成事業、養成人数１０人、音訳奉仕員養成事業、養成人数１０人 

 

事業実施の考え方 

点字・声の広報等発行については、すべての人が等しく情報を得ること

ができるよう、視覚に障害のある人へ北九州市が発行する広報物等の点字

版等を作成し、情報提供等を行います。 

点訳・音訳奉仕員養成事業については、視覚に障害のある人のコミュニ

ケーション等を支援する点訳・音訳ボランティアを養成し、障害のある人

の社会参加を促進します。 
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見込量については、近年の実績を基本として設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

本業務の委託先が有する障害当事者、障害者団体とのネットワークを活

用して、その役割を広くＰＲし、見込量の確保を図ります。 

 

ｃ、芸術文化活動振興 

事業量の見込み 

令和６（2024）年度、芸術文化活動振興、出展数２４５点 

令和７（2025）年度、芸術文化活動振興、出展数２５５点 

令和８（2026）年度、芸術文化活動振興、出展数２６５点 

※出展数：北九州市障害者芸術祭作品展への作品出展数（年あたりの点

数） 

 

事業実施の考え方 

北九州市障害者芸術祭において障害者芸術作品展を実施し、障害のある

人が文化芸術活動に参加することで、本人の生きがいや自信を創出し、社

会参加の促進を図ります。 

見込量については、近年の出展実績を踏まえて設定しました。 

 

事業の見込量確保のための方策 

市民周知や関係機関との連携強化により、出展数の増加を図ります。 

 

 


